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１ 障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律の施行について 

 

障害者施策に関しては、平成 18 年に国連において「障害者の権利に関する

条約」が採択されるなど、近年、障害者の権利保護に向けた取組が国際的に進

展してきたところである。 

我が国においても、条約の趣旨を踏まえ、平成 23 年に「障害者基本法」の

改正が行われ、同法第４条において、基本原則として「差別の禁止」が規定さ

れた。 

この基本原則を具体化するものとして位置付けられるものが本法であり、障

害を理由とする差別の解消を推進し、もって全ての国民が、障害の有無によっ

て分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社

会の実現に資することを目的とし、差別の禁止に関するより具体的な規定を示

し、それが遵守されるための具体的な措置等を定めている。 

本法は、教育、医療、福祉、公共交通、雇用など障害者の自立と社会参加に

関わるあらゆる分野を対象にしている。なお、雇用分野についての差別の解消

の具体的な措置（本法第７条から第 12 条に該当する部分）に関しては、「障害

者の雇用の促進等に関する法律」の関係規定に委ねることとされている。 

本法は平成 25 年６月 19 日の参議院本会議において可決成立し、同年６月

26 日に公布された。平成 28 年４月 1 日からの施行に向け、平成 27 年２月 24

日に政府の施策の総合的かつ一体的な実施に関する基本的な考え方を示すも

のとして「障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本方針」が策定され

た。 

現在、職員の取組のための対応要領・事業者の取組に資する対応方針の策定、

障害者差別解消支援地域協議会の在り方に関する検討、共生社会地域フォーラ

ムの開催など周知啓発等の施行準備に取組んでいるところである。 
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障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律 
（障害者差別解消法〈平成25年法律第65号〉）の概要 

 

第１項 

障害を理由とする差別等の 
権利侵害行為の禁止 
何人も、障害者に対して、障害を理由と
して、差別することその他の権利利益を
侵害する行為をしてはならない。 

 

第 2 項 

社会的障壁の除去を怠る 
ことによる権利侵害の防止 
社会的障壁の除去は、それを必要として
いる障害者が現に存し、かつ、その実施
に伴う負担が過重でないときは、それを
怠ることによつて前項の規定に違反す
ることとならないよう、その実施につい
て必要かつ合理的な配慮がされなけれ
ばならない。 

 

第 3 項 

国による啓発・知識の普及
を図るための取組 
国は、第１項の規定に違反する行為の
防止に関する啓発及び知識の普及を図
るため、当該行為の防止を図るために
必要となる情報の収集、整理及び提供
を行うものとする。 

障害者基本法 第４条 基本原則 差別の禁止 

Ⅰ．差別を解消するための措置 

不当な差別的取扱いの禁止 合理的配慮の提供 

  
国･地方公共団体等 

事業者 

国･地方公共団体等 

事業者 

具体的な対応 

（1）政府全体の方針として、差別の解消の推進に関する基本方針を策定（閣議決定） 

（2）国・地方公共団体等 ⇒ 当該機関における取組に関する対応要領を策定 ※地方の策定は努力義務 

事業者       ⇒ 主務大臣が事業分野別の対応指針（ガイドライン）を策定 

実効性の確保 ●主務大臣による事業者に対する報告徴収、助言、指導、勧告 

Ⅱ．差別を解消するための支援措置 

相談･紛争解決 ●相談･紛争解決の体制整備 ⇒ 既存の相談･紛争解決の制度の活用、充実 

地域における連携 ●障害者差別解消支援地域協議会における関係機関等の連携 

啓発活動 ●普及･啓発活動の実施 

情報収集等 ●国内外における差別及び差別の解消に向けた取組に関わる情報の収集、整理及び提供 

施行日：平成 28 年 4 月 1 日（施行後 3 年を目途に必要な見直し検討） 

具体化 
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障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本方針の概要 

第１ 差別の解消推進に関する施策の基本的な方向 
法制定の背景／基本的な考え方（法の考え方など） 

 

第２ 差別の解消措置に関する共通的な事項 

１ 法の 
対象範囲 

●障害者    心身の機能の障害がある者であって、障害及び社会的障壁により継続的に日常生活
又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるもの 

●事業者  商業その他の事業を行う者 

●対象分野 日常生活及び社会生活全般が対象（雇用分野は障害者雇用促進法の定めるところによる）  

２ 不当な 
差別的取扱い 

障害者に対して、正当な理由※なく、障害を理由として、財・サービスや各種機会の提供を 
拒否する、場所・時間帯などを制限する、障害者でない者に対しては付さない条件を付けるこ
となどによる、障害者の権利利益の侵害を禁止 

※客観的に見て正当な目的の下に行われ、目的に照らしてやむを得ないといえる場合 

３ 合理的配慮 行政機関等や事業者が、事務・事業を行うに当たり、個々の場面において、障害者から社会的障壁の
除去を必要としている旨の意思の表明があった場合に行われる必要かつ合理的な取組であり、実施に
伴う負担が過重でないもの 
（例）段差に携帯スロープを渡す／筆談、読み上げ、手話などによる意思疎通／休憩時間の調整 など 

第３､４ 差別の解消措置に関する基本的な事項 

１ 基本的な考え方 ●不当な差別的取扱いの禁止 ⇒ 行政機関等及び事業者において一律に法的義務 

●合理的配慮の提供     ⇒  行政機関等は法的義務、事業者は努力義務 

２ 対応要領／対応指針 位置付け、作成手続き、記載事項 

３ 地方公共団体等における対応要領に 
関する事項【※対応要領のみ】 

３‘ 主務大臣による行政措置 
【※対応指針のみ】 

対応要領の作成は努力義務（国は技術的助言などの支援） 事業者からの照会・相談への対応 
報告徴収、助言、指導、勧告 

第５ その他重要事項 

１ 環境の整備 

２ 相談等の体制整備 

合理的配慮を的確に行うためのバリアフリー化等の事前的改善措置 

既存の組織・機関等の活用・充実 

３ 啓発活動 行政機関等／事業者における研修、地域住民等に対する啓発活動 

４ 地域協議会 差別解消の取組を推進するため、地域の様々な関係機関をネットワーク化 

５ 施策の推進 国内外の情報の収集・整理、必要に応じて基本方針、対応要領及び対応指針の見直し 

（平成 27 年 2 月閣議決定） 

-3-



 

 

 

 

 

 

 

１ 「障害者」は、いわゆる障害者手帳
をもっている人に限られない 

法の対象となる障害者は、いわゆる「社会モデル

（※）」の考え方を踏まえた障害者基本法に規定する

「障害者」と同じです。つまり、「身体障害、知的障

害、精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の

機能の障害がある者であって、障害及び社会的障

壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当な

制限を受ける状態にあるもの」が対象となります。し

たがって、いわゆる障害者手帳をもっている人に限

られません。 

 

 

 

 
２ すべての分野の事業者が対象 

法の対象となる事業者は、分野を問わず、商業

その他の事業を行う者です。（地方公共団体の経営

する企業及び公営企業型地方独立行政法人は、

事業者となります。）個人事業者やボランティアなど

の対価を得ない無報酬の事業を行う者、非営利事

業を行う社会福祉法人や特定非営利活動法人など

も、同種の行為を反復継続する意思をもって行って

いる場合は事業者として扱われます。 

なお、障害者雇用における差別解消のための措

置については、「障害者の雇用の促進等に関する

法律」の定めるところによることとされています。 

 
 

３ 「不当な差別的取扱い」の考え方 

障害者に対して、正当な理由なく、障害を理由と

して、財・サービスや各種機会の提供を拒否するこ

と、提供に当たって場所や時間帯などを制限するこ

と、障害者でない者に対しては付けない条件を付け

ることなどにより、障害者の権利利益を侵害すること

は、不当な差別的取扱いとして禁止されます。 

なお、障害者割引の適用や各種手当の給付など、

障害者に対する必要な特別の措置は、不当な差別

的取扱いとはなりません。 

 
４ 「正当な理由」があると判断した場

合 

正当な理由となるのは、障害を理由として、財・サ

ービスや各種機会の提供を拒否するなどの取扱い

が、客観的に見て正当な目的の下に行われたもの

であり、その目的に照らしてやむを得ないと言える

場合です。正当な理由に当たるか否かについては、

個別の事案ごとに、障害者、事業者、第三者の権

利利益（例：安全の確保、財産の保全、事業の目

的・内容・機能の維持、損害発生の防止等）及び行

政機関等の事務・事業の目的・内容・機能の維持等

の観点に鑑み、具体的場面や状況に応じて総合

的・客観的に判断することが必要です。正当な理由

があると判断した場合は、障害者にその理由を説明

するとともに、理解を得るように心がけてください。 

 
 
 
 
 

障害者差別解消法・基本方針のポイント 

※社会モデル 
障害者が日常・社会生活で受ける制限は、心身の機能の障害のみな

らず、社会における様々な障壁と相対することによって生ずるものという

考え方 
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５ 「合理的配慮」の考え方 

個々の場面において、障害者から社会的障壁

の除去を必要としている旨の意思の表明（※）があっ

た場合に、実施に伴う負担が過重でないときは、障

害者の権利利益を侵害することとならないよう、合理

的配慮を提供することとされています。行政機関等

においては、率先して取り組む主体として法的義務

ですが、事業者については、障害者との関係が分

野ごとに様々であることから努力義務とされていま

す。 

 

 

 

 

 

合理的配慮は、行政機関等及び事業者の事

務・事業の目的・内容・機能に照らして、本来の業

務に付随するものであること、障害者でない者との

比較において同等の機会の提供を受けるためのも

のであること、事務・事業の目的・内容・機能の本質

的な変更には及ばないことに留意してください。 

合理的配慮は、障害の特性や求められる場面

に応じて異なり、さらに、その内容は技術の進展、 

 

 

 

 

 

社会情勢の変化等に応じて変わり得るものです。基

本方針では、現時点における具体例として、物理的

環境への配慮（例：車椅子利用者のために段差に

携帯スロープを渡す）、意思疎通の配慮（例：筆談、

読み上げ、手話などによるコミュニケーション）、ル

ール・慣行の柔軟な変更（例：障害の特性に応じた

休憩時間の調整）の３類型に整理しています。 

 

６ 「過重な負担」に当たると判断した場
合 

 

個々の場面において、下記の考慮要素に照らし、

代替措置の選択も含め、双方の建設的対話による

相互理解を通じた柔軟な対応をお願いします。総

合的・客観的な考慮の結果、過重な負担に当たると

判断した場合は、障害者にその理由を説明するとと

もに、理解を得るように心がけてください。 

 

（過重な負担の考慮要素） 

✔事務・事業への影響の程度（事務・事業の目的・

内容・機能を損なうか否か） 

✔実現可能性の程度（物理的・技術的制約、人的・

体制上の制約） 

✔費用・負担の程度 

✔事務・事業規模 

✔財政・財務状況 

 
 

 

◎内閣府では、合理的配慮等の具体例を収集・整理し、ホームページ上に掲載しています。  

➡ 10 ページ 【「合理的配慮サーチ」（合理的配慮等具体例データ集）参照】 
 
 
  

※意思の表明 
意思の表明に当たっては、言語（手話を含む。）のほか、点

字、拡大文字、筆談、実物の提示や身振りサイン等による合

図、触覚による意思伝達などの必要な手段（通訳を介するも

のを含む。）により伝えられる。（障害者の家族、支援者・介

助者、法定代理人等、コミュニケーションを支援する者が本人

を補佐して行う意思の表明も含む。） 
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１ 対応要領とは 

行政機関等は、その職員が、「不当な差別的取

扱いの禁止」や「合理的配慮の提供」について適切

に対応するために、基本方針に即して、具体例を盛

り込んだ「対応要領」を作成することとされています。

（地方公共団体等は努力義務。）対応要領は、行政

機関等が事務・事業を行うに当たり、職員が遵守す

べき服務規律の一環として定められる必要があり、

作成に当たっては、障害者その他の関係者の意見

を反映させるために必要な措置を講じることが求め

られています。（地方公共団体が作成する際には、

これらに準じることが望ましいとされています。） 

各行政機関等に共通して見られる記載事項は、

次のとおりです。 

第 1 条 目的 

第 2 条 不当な差別的取扱いの禁止 

第 3 条 合理的配慮の提供 

第 4 条 監督者の責務 

第 5 条 懲戒処分等 

第 6 条 相談体制の整備 

第 7 条 研修・啓発 

 

〔別紙〕対応要領に係る留意事項  

第 1 不当な差別的取扱いの基本的な考え方 

第 2  正当な理由の判断の視点 

第 3  不当な差別的取扱いの具体例 

第 4  合理的配慮の基本的な考え方 

第 5  過重な負担の基本的な考え方 

第 6  合理的配慮の具体例 

２ 対応指針とは 

事業を所管する各主務大臣は、「不当な差別的

取扱いの禁止」や「合理的な配慮の提供」（事業者

は努力義務）について、事業者が適切に対応・判断

できるようにするため、基本方針に即して、具体例を

盛り込んだ「対応指針」を作成することとされていま

す。作成に当たっては、障害者その他の関係者の

意見を反映させるために必要な措置を講じることが

求められています。 

各主務大臣の対応指針に共通して見られる記載

事項は、次のとおりです。 

第一 趣旨 

 １ 法の制定の経緯 

 ２ 法の基本的な考え方 

 ３ 対応指針の位置付け 

第二 障害を理由とする不当な差別的取扱い及び合

理的配慮の基本的な考え方 

 １ 不当な差別的取扱い〔基本的な考え方、正当

な理由の判断の視点 等〕 

２ 合理的配慮〔基本的な考え方、過重な負担の

基本的な考え方 等〕 

第三 事業者における相談体制の整備 

第四 事業者における研修・啓発 

第五 主務大臣の事業分野に係る相談窓口 

 

〔別紙〕不当な差別的取扱い及び合理的配慮の具体例 

※別紙に記載されている具体例は、あくまでも例示であり、記載されているものだけに限られないこと

に留意してください。 

 
 

対応要領・対応指針のポイント 
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３ 構成・内容に特色のある対応指針 

【文部科学省】  

 別紙に、「学校教育分野」、「スポーツ・文化芸術分野」における留意点を記載 

【厚生労働省】 

 「福祉事業者」、「医療関係事業者」、「衛生事業者」、「社会保険労務士の業務を行う事業者」向けの４つの対

応指針を作成 

 障害種別ごとの主な特性・対応、障害特性に応じた対応の具体例を記載 

 参考ページに、「身体障害者補助犬法」などの関係法令・施策を紹介 

【国土交通省】 

 不当な差別的取扱い及び合理的配慮の具体例について、所管する９つの事業分野（「不動産業」「設計等業」

「鉄道事業」「一般乗合旅客自動車運送業」「一般乗用旅客自動車運送業」「対外旅客定期航路事業」「国内旅

客船業」「航空運送業」「旅行業」）ごとに作成 

 合理的配慮の具体例について、過重な負担の程度との関係から、「積極的に提供を行うべき」、「提供す

ることが望ましい」の２つに分類して記載 

 

◎関係府省庁の対応要領・対応指針は、こちらの内閣府ＨＰからご覧になれます。 

http://www8.cao.go.jp/shougai/suishin/sabekai/taioyoryo.html 

http://www8.cao.go.jp/shougai/suishin/sabekai/taioshishin.html 

 

 
４ 主務大臣の権限行使 

事業者においては、各主務大臣が作成する対応

指針を参考にして、それぞれが自主的に障害者差

別の解消に向けて取り組むことが期待されています。

しかしながら、例えば、ある事業者が法に違反する

取扱いを繰り返していることが明白であり、自主的な

改善を期待することが困難である場合など、主務大

臣が特に必要があると認めるときは、報告徴収、助

言、指導、勧告をすることができることとされていま

す。 

 

 

こうした行政措置に至る事案を未然に防止するた

め、主務大臣は、事業者に対して、対応指針につ

いて十分な情報提供を行い、事業者からの照会・

相談に丁寧に対応するなどの取組を積極的に行う

こととされています。 
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行政機関など ▶（各省庁等）  

 

× 窓口対応を拒否する、順番を遅くする、書面や資料を渡さない 

× 説明会などへの出席を拒む、必要のない付き添い者の同行など、過剰に条件を求める 

○ 駐車スペースを施設近くにする（来庁者数に応じて施設に近い一般車両区画も障害者用とする） 

○ 段差がある場合に補助する（キャスター上げ、携帯スロープなど） 

○ 高いところにある資料を取って渡す、資料を押さえて見やすいように補助する 

○ 順番を待つことが苦手な障害者に対し、周囲の理解を得た上で手続き順を変更する 

○ 会場の座席など、障害者の特性に応じた位置取りにする 

○ 疲労や緊張などに配慮し別室や休憩スペースを設ける 

○ 筆談、読み上げ、手話などを用いる 

○ 案内の際、歩く速度を障害者に合わせる 

○ 書類記入の依頼時に、記入方法等を本人の目の前で示したり、わかりやすい記述で伝達

したりする 

○ ホームページなど外部情報の発信の際、動画に字幕（文字情報）、テキストデータを付す 

学校など ▶（文部科学省ほか） 

 

× 学校への入学出願の受理、受験、入学、事業等の受講、研究指導、実習等校外教育活動、

入寮、式典参加の拒否、正当な理由のない条件を付加する 

× 試験等において合理的配慮を受けたことを理由に、試験結果を評価対象から除外したり

評価に差をつける 

○ 聴覚過敏の児童生徒のために机・いすの脚に緩衝材をつけて教室の雑音を軽減する 

○ 視覚情報の処理が苦手な児童生徒のために黒板周りの掲示物の情報量を減らす 

○ 支援員等の教室への入室や授業・試験でのパソコン入力支援等を許可する 

○ 意思疎通のために絵や写真カード、ICT 機器（タブレット端末等）等を活用する 

○ 入学試験において、別室受験、時間延長、読み上げ機能等の使用を許可する 

生活の場面別 

不当な差別的取扱い・合理的配慮の具体例 

不当な差別的取扱いの例 合理的配慮の例 

※これらの具体例の多くは、各対応指針の具体例にも

共通して見られます。 
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病院・福祉施設など ▶（厚生労働省（医療従事者／福祉事業者）ほか） 

× 本人を無視して、介助者・支援者や付き添い者のみに話しかける 

× 仮利用期間を設けたり、他の利用者の同意を求めるなど、他の利用者と異なる手順を課

す 

○ 施設内放送を文字化したり、電光表示板で表示したりする 

○ 車椅子の利用者が利用しやすいようカウンターの高さに配慮する 

○ 障害者に配慮したナースコールの設置を行う 

○ 障害の特性に応じた休憩時間調整など、ルール、慣行を柔軟に変更する 

交通（鉄道・バス・タクシー・飛行機など）▶（国土交通省） 

× 身体障害者補助犬の帯同を理由に乗車を拒否する 

× 障害があることのみをもって、乗車を拒否する 

○ 券売機の利用が難しい場合、操作を手伝ったり、窓口で対応したりする（鉄道） 

○ 停留所名表示器などの設置のほか、肉声による音声案内をこまめに行う（バス） 

○ 車いす等の大きな荷物のトランクへの収納の手助けを行う（タクシー） 

○ 障害のある利用者が化粧室に行く際に、移動を手伝う（飛行機） 

○ 障害の特性を理解した上で、適切な接遇・介助を行えるよう教育・研修を行う 

住まい ▶（国土交通省（宅地建物取引業者）） 

× 「障害者不可」「障害者お断り」と表示・広告する 

× 障害者向け物件は扱っていないと門前払いする 

× 障害者の希望に対し、必要な調整を行うことなく仲介を断る 

× 障害を理由とした誓約書の提出を求める 

○ 最寄駅から一緒に歩いて確認したり、中の様子を手を添えて案内する 

○ 障害者の求めに応じてバリアフリー物件等があるかを確認する 

○ 物件案内時に携帯スロープを用意したり、車いすを押して案内する 
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銀行など ▶（金融庁ほか） 

○ 自筆が困難な障害者からの要望を受けて、本人の意思確認を適切に実施した上で、代
筆対応する 

○ 「筆談対応いたします」などのプレートや、主な手続きを絵文字等で示したコミュニケーシ
ョン・ボードを用意する 

○ ATM 操作が困難な顧客に声かけし、適切な対応をとる 

○ 取引、相談等の手段を、非対面の手段を含めて複数用意する 

 

小売店など ▶（経済産業省ほか） 

○ 困っていると思われるときは、まずは声をかけ、手伝いの必要性を確かめてから対応する 

○ 障害者用の駐車場について、健常者が利用することのないよう注意を促す 

○ 注文や問合せ等に際し、インターネット画面への入力によるものだけでなく電話等でも

対応できるようにする 

○ 精算時に金額を示す際は、金額が分かるようにレジスター又は電卓の表示板を見やすい

ように向ける、紙等に書く、絵カードを活用する等して示すようにする 

○ お金を渡す際に、紙幣と貨幣に分け、種類毎に直接手に渡す 

○ 商品宅配時において具体的要望があった際に、品物を家の中の指定されたところまで運ぶ 

 

 

飲食店など ▶（厚生労働省（衛生事業者）ほか） 

× 身体障害者補助犬の同伴を拒否する 

× 保護者、介助者の同伴を条件とする 

○ エレベータがない施設の上下階に移動する際、マンパワーで移動をサポートする 

○ ホワイトボードを活用する、盲ろう者の手のひらに書く（手書き文字）など、コミュニ

ケーションにおいて工夫する 

○ メニューを分かりやすく説明したり、写真を活用したりする 
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「合理的配慮サーチ」 
（合理的配慮等具体例データ集）について 

 

 

障害者差別解消法は、「不当な差別的取扱い」を禁止し、「合理的配慮の提供」を義務付

けています。（事業者は努力義務。） 

具体的に、どのような場合が「不当な差別的取扱い」に当たるのかは、具体的場面・状

況に応じて異なります。また、「合理的配慮」として何をすればよいのかは、障害の特性や

具体的場面・状況に応じて、多様かつ個別性の高いものです。 

 

このため、内閣府では、具体例を収集・整理し、国民の皆様にご活用いただくための「合

理的配慮等具体例データ集『合理的配慮サーチ』」を立ち上げました。利用者のニーズに応

じた情報提供ができるよう、検索機能のほか、障害種別ごと、生活の場面ごとに具体例を

一覧できる仕組みを構築しています。 

 

 合理的配慮の概念は、未だ社会に定着しているとは言えず、現時点で掲載できる具体例

は少数にとどまります。「建設的対話」を通じた「合理的配慮」の取組を、広く社会で共有

し、浸透させることが重要です。今後、法の施行とも相まって、さらに具体例を収集・蓄

積し、内容を充実させていく予定です。 

 

◎合理的配慮サーチは、こちらの内閣府ＨＰからご覧になれます。
http://www8.cao.go.jp/shougai/suishin/jirei/index.html 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

-11-



 

 

 

 

 

 

１ 障害者差別解消支援地域協議会
の意義 

障害者差別の解消を効果的に推進するには、障

害者にとって身近な地域において、主体的な取組が

なされることが重要です。 

地域において日常生活、社会生活を営む障害者

の活動は広範多岐にわたりますが、障害者差別に関

する相談等を行う際、最初から権限のある機関を適

切に選んで相談することは容易ではありません。また、

相談等を受ける機関においても、相談内容によって

は、当該機関だけでは対応できない場合があります。 

このため、地域の様々な関係機関が、お互いに

「顔の見える」関係を築き、それぞれの機能や取組を

知り、地域における相談事例を共有することなどを通

じて、障害者差別を解消するための取組を主体的に

行うネットワークとして、「障害者差別解消支援地域協

議会」を組織することができることとされています。 

 

２ 設置の手引きを活用し、各地で地域 
協議会を 

現在、内閣府では「モデル事業」を実施し、複数の

地方公共団体において地域協議会の立上げに先行

的に取り組んでいただいているほか、地域協議会に

期待される役割などについて有識者に御意見をいた

だくための「在り方検討会」を開催しています。 

今般、これまでの議論等を踏まえ、地方公共団体

の担当者の方々に実際に地域協議会を設置してい

ただくための参考資料として、「地域協議会設置の手

引き」を作成しました。添付資料として、モデル的に先

行して取り組む地方公共団体の事例集も掲載してい

ますので、こちらもご参照ください。 

この手引きを活用して、より多くの地方公共団体に

おいて地域協議会が組織されることを期待していま

す。 

 

〔地域協議会設置の手引き〕 

http://www8.cao.go.jp/shougai/suishin/pdf/kyogikai_manual.pdf 

〔地域協議会の在り方検討会について〕 

http://www8.cao.go.jp/shougai/suishin/sabekai.html 

 

 

 

 

 

 

 

障害者差別解消支援地域協議会 
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２ アルコール健康障害対策推進基本計画について 

 

  アルコール健康障害対策基本法（平成 25 年法律第 109 号。以下「基本法」

という。）は、平成 25 年 12 月に成立し、翌年６月１日に施行された。 

  基本法第 12 条において、政府は法律の施行後２年以内にアルコール健康障

害対策推進基本計画（以下「基本計画」という。）を策定しなければならない

とされ、基本法第 14 条において、都道府県は基本計画を基本とし当該都道府

県の実情に即した都道府県アルコール健康障害対策推進計画（以下「都道府県

計画」という。）を策定するよう努めなければならないとされた。 

この基本法を踏まえ、アルコール健康障害の有識者や当事者及びその家族の

代表者で構成されるアルコール健康障害対策関係者会議において、約１年半に

わたり意見を聴きながら、基本計画（案）を作成したところであり、現在、こ

の基本計画（案）をもとに５月末までの閣議決定に向け、所要の準備を進めて

いるところである。 

基本計画（案）においては、都道府県計画の策定についても、一定の記述が

盛り込まれているところであり、各都道府県における計画策定のための取組を

お願いするものである。 
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アルコール健康障害対策基本法【概要】（平成25年法律第109号） 平成26年６月１日施行

酒類が国民の生活に豊かさと潤いを与えるものであるとともに、酒類に関する伝統と文化が国民の生活に
深く浸透している一方で、不適切な飲酒はアルコール健康障害の原因となり、アルコール健康障害は、本
人の健康の問題であるのみならず、その家族への深刻な影響や重大な社会問題を生じさせる危険性が
高いことに鑑み、アルコール健康障害対策の基本となる事項を定めること等により、アルコール健康障害対
策を総合的かつ計画的に推進して、国民の健康を保護し、安心して暮らすことのできる社会の実現に寄与
することを目的とする。

目的 第1条
アルコール健康障害：
アルコール依存症その他の多量
の飲酒、未成年者の飲酒、妊
婦の飲酒等の不適切な飲酒の
影響による心身の健康障害

定義 第2条

アルコール健康障害対策推進基本計画等 第12､14条
アルコール健康障害の発生、進行及び再発の各段階に応じた防止対策を適切に
実施するとともに、アルコール健康障害対策を有し、又は有していた者とその家族が
日常生活及び社会生活を円滑に営むことができるように支援

アルコール健康障害に関連して生ずる飲酒運転、暴
力、虐待、自殺等の問題に関する施策との有機的な
連携が図られるよう、必要な配慮

基本理念 第3条

国・地方公共団体・国民・医師等・健康増進事業実施者の責務とと
もに、事業者の責務として、アルコール健康障害の発生、進行及び再
発の防止に配慮する努力義務

国民の間に広くアルコール関連問題に関する関心と理解を深めるため、
アルコール関連問題啓発週間（１１月１０日から１６日まで）を
設ける。

責務 第4～9条 アルコール関連問題啓発週間 第10条

アルコール健康障害対策推進基本計画：
内閣総理大臣が関係行政機関の長に協議するとともに、アルコール健康障害対策関
係者会議の意見を聴いて、案を作成し、法施行後２年以内に閣議決定

アルコール健康障害対策推進基本計画等 第12､14条

都道府県アルコール健康障害対策推進計画：
都道府県に対し、策定の努力義務

教育の振興等／不適切な飲酒の誘引の防止／健康診断及び保健指導／医療の充実等／飲酒運転等をした者に対する指導等／相談支
援等／社会復帰の支援／民間団体の活動に対する支援／人材の確保等／調査研究の推進等

基本的施策 第15～24条

※ 基本計画策定後３年以内に、アルコール健康障害対策推進基本計画の作成、推進に関する事務を厚生労働省に移管する。

アルコール健康障害対策推進会議 第25条
アルコール健康障害対策推進会議：
内閣府、法務省、財務省、文部科学省、厚生労働省、警察庁その
他の関係行政機関の職員をもって構成し、連絡調整を行うアルコー
ル健康障害対策推進会議を設置

アルコール健康障害対策関係者会議：
基本計画の策定及び変更並びにアルコール健康障害対策推進会
議の連絡調整に際して、専門家、当事者等の意見を聴くアルコー
ル健康障害対策関係者会議を設置

アルコール健康障害対策関係者会議 第26､27条

アルコール健康障害対策関係者会議 委員名簿

かすみがうらクリニック副院長 猪野 亜朗
特定非営利活動法人アスク代表 今成 知美
公益社団法人全日本断酒連盟副理事長・事務局長 大槻 元
鳥取大学医学部医学科環境予防医学分野教授 尾﨑 米厚

○青森大学副学長、社会学部教授 見城 美枝子
漫画家 西原 理恵子
全国小売酒販組合中央会副会長 坂田 辰久
北海道立精神保健福祉センター 所長 田辺 等
アルコール依存症当事者・詩人・会社員 月乃 光司
ビール酒造組合専務理事 滝本 修司

福岡県糸島保健福祉事務所所長・保健監 中原 由美
◎（独）国立病院機構久里浜医療センター院長 樋口 進
国際医療福祉大学教授・山王メディカルセンター内科部長 堀江 義則
横浜市立大学医学部看護学科精神看護学分野教授 松下 年子
公益社団法人日本医師会常任理事 松本 純一
（独）国立病院機構肥前精神医療センター院長 杠 岳文
北海道札幌東高等学校教頭 渡邉 祐美子

（◎は会長、○は会長代理）
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（平成28年2月10日 第14回アルコール健康障害対策関係者会議資料より）

（平成28年2月10日 第14回アルコール健康障害対策関係者会議資料より）
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Ⅴ 推進体制等

２．都道府県における都道府県アルコール健康障害対策推進計画の策定等について

○基本法第14条において、都道府県は都道府県アルコール健康障害対策推進計画（以下「都道府県計
画」という。）を策定するよう努めなければならないとされている。第１期基本計画は、政府としての基本
的な取り組みを定める計画であるが、地域におけるアルコール健康障害対策の着実な推進を図るには
、都道府県や政令指定都市を中心とした地域としての一体的なアルコール健康障害対策への取組が必
要である。このため、第１期基本計画の期間中に、全都道府県において都道府県計画が策定されるこ
とを目標とし、その策定を促す。

都道府県においては、国の基本計画を基本としつつ、当該都道府県における実情を勘案するととも
に、都道府県健康増進計画等その他の関連する計画との調和を保った上で、都道府県計画を策定する
必要がある。

○第１期基本計画の策定に際しては、アルコール関連問題に関して専門的知識を有する者並びにアルコ
ール健康障害を有し、又は有していた者及びその家族を代表する者等で構成するアルコール健康障害
対策関係者会議の意見を聴いて、第１期基本計画の案を作成したところである。

都道府県計画の策定に際しても、地域の、アルコール関連問題に関して専門的知識を有する者並び
にアルコール健康障害を有し、又は有していた者及びその家族を代表する者等から、会議を開催するこ
と等により意見を聴いて、当該地域における課題を把握し、その解決に向けた目標を設定し、施策を明
示することが重要である。

○また、都道府県や政令指定都市において、アルコール健康障害対策を推進していくに当たっては、地域
の行政、事業者、医療関係者、自助グループ等様々な関係者による意見交換や連絡・調整等の協議を
行う会議等を通じ、関係者間で協議を行いながら、対策を継続していくことが重要である。

その際、地域の実情に応じ、関連する施策で既に設けられている場を活用し、又はそれと連携を図るな
ど、効果的・効率的な運用を検討することが重要である。

アルコール健康障害対策推進基本計画（案）抜粋

（平成28年2月10日 第14回アルコール健康障害対策関係者会議資料より）
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農業分野と福祉分野の連携（農福連携）について

農村振興局 都市農村交流課

『障害保健福祉関係主管課長会議（平成28年３月８日）』

農林水産省

『農業分野における障害者就労マニュアル』の普及

○ 就労受け入れまでの流れ
・ 農作業による訓練・研修
・ 試行雇用
・ 特例子会社による障害者雇用

○ 受け入れ・訓練事例
○ 支援方法

・ ルールの明示
・ 障害特性の把握と情報の共有
・ 作業工程の分割
・ 作業工程の組み立て
・ 言葉によらない指示
・ 職場の環境整備
・ 作業器具の工夫

【主な内容】

農業分野に障害者を受け入れるための手法等を解説（平成20年度）し
た冊子を作成（農村工学研究所へ委託）。 是非、活用して下さい！

農業分野に障害者を受け入れるための手法等を解説（平成20年度）し
た冊子を作成（農村工学研究所へ委託）。 是非、活用して下さい！

１
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農業分野における障害者の就労促進
（全体のお問い合わせ）

http://www.maff.go.jp/j/nousin/kouryu/kourei.html

事務局：農林水産省農村振興局都市農村交流課 TEL：03-3502-0030

北海道地域の農業分野における障がい者就労促進ネットワーク
（対象地域：北海道）

http://www.maff.go.jp/hokkaido/kikaku/syougai/network.html

事務局：北海道農政事務所企画調整室 TEL：011-330-8801(内線212)

東北地域の農業分野における障害者就労促進ネットワーク
（対象地域：青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県）

http://www.maff.go.jp/tohoku/keiei/syurou/index.html

事務局：東北農政局農村振興部農村計画課 TEL：022-263-1111(内線4125,4065)

関東ブロック障害者就農促進協議会
（対象地域：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県、長野県、静岡県）

http://www.maff.go.jp/kanto/keiei/keiei/shougai/indxt.html

事務局：関東農政局農村振興部農村計画課 TEL：048-600-0600
(内線3427,3402,3407)

北陸障害者就農促進ネットワーク
（対象地域：新潟県、富山県、石川県、福井県）

http://www.maff.go.jp/hokuriku/keiei/challenge.html

事務局：北陸農政局農村振興部農村計画課 TEL：076-263-2161(内線3425)

東海地域の農業分野における障害者就労促進ネットワーク
（対象地域：岐阜県、愛知県、三重県）

http://www.maff.go.jp/tokai/keiei/sien/shougaisha.html

事務局：東海農政局農村振興部農村計画課 TEL：052-201-7271
(内線2512,2515)

農業分野における障害者就労の促進ネットワーク（協議会）

○農業分野における障害者就労を促進するため、行政、福祉、農業等の関係者で構成するネットワーク（協
議会）を、地方農政局等の単位で設立しています。

○全国で展開する優良事例の紹介や、関係者が集うセミナーの開催等を行っていますので、気軽にお問い
合わせください。

沖縄地域農業の障害者就労・雇用促進ネットワーク
（対象地域：沖縄県）

http://www.ogb.go.jp/nousui/keiei/009569.html

事務局：沖縄総合事務局農林水産部土地改良課 TEL：098-866-0031
(内線83336,83326)

近畿ブロック「農業と福祉の連携による就労・雇用促進
ネットワーク」
（対象地域：滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県）

http://www.maff.go.jp/kinki/keiei/sien/nouhuku/nouhuku.html

事務局：近畿農政局農村振興部農村計画課 TEL：075-451-9161(内線2417,2421)

中国四国農業の障がい者雇用促進情報ネットワーク
（対象地域：鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県）

http://www.maff.go.jp/chushi/keiei/fukusi/index.html

事務局：中国四国農政局農村振興部農村計画課 TEL：086-224-4511
(内線2514,2525)

九州農政局農業分野での障がい者就労・雇用促進ネットワーク
（対象地域：福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県）

http://www.maff.go.jp/kyusyu/keiei/sien/syougaisya/index.html

事務局：九州農政局農村振興部農村計画課 TEL：096-211-9111(内線4615)

２

○目 的
農林水産業分野において、障害者の雇用促進を図る

○会 員
(1) 地方公共団体、農業者、福祉法人、障害者就労支援団体等
(2) 趣旨に賛同する個人または企業
(3) その他の関係機関

○主な活動
(1) 会員相互の情報交換
(2) ネットワークづくりの推進
(3) 協議会の活動に関する広報（ホームページ等）

・ 会員相互の交流強化のため、情報交換会（セミナー）を開催（年１回以上）
・ 必要に応じ、都県単位に情報交換会の開催が可能

○課題等
関係する行政機関との連携強化、都道府県レベルでの取組強化、等

障害者就労促進協議会等による就労（雇用）促進

各地方農政局等は、農業分野における障害者就労（雇用）を促進するた
め、行政、福祉、農業等の関係者で構成する協議会等を設立

「関東ブロック障害者就農促進協議会」の場合

セミナー開催の風景
（事務局：関東農政局経営支援課）

３
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【平成２８年度～】

○ 農山漁村においては、人口の減少・高齢化等に伴い、小規模集落の増加や地域コミュニティの活力低下が進み、地域経済が低迷する一方、
都市住民においては、付加価値の高い観光・教育・福祉等へのニ－ズが増大。

○ このため、農山漁村が持つ豊かな自然や「食」を活用した都市と農村との共生・対流等を推進する取組、地域資源を活用した雇用の増大
等に向けた取組、農山漁村における定住を図るための取組等を総合的に支援し、農山漁村の活性化を推進。

農山漁村振興交付金

農山漁村振興交付金

小 学 校

農山漁村における
農林漁業体験・宿泊体験

都市農村共生・対流及び地域活性化対策（1,915百万円）

山村活性化対策（750百万円）

○実施主体：市町村等

○実施期間：上限３年

○補助率 ：定額 (１地区当たり上限１,000万円)

農山漁村活性化整備対策（5,335百万円）

子どもたちの農業体験 外国人の農村体験

地域産品の加工・商品化

高齢者生きがい農園

活動計画づくり

農山漁村における
農林漁業体験・宿泊体験

味噌加工施設

農林漁業の振興を図る生
産施設等の整備を支援

生産施設等

生活環境施設

良好な生活の場である農
山漁村の生活環境整備を
支援

地域間交流拠点施設

都市住民や一時的・短期
的滞在等の交流拠点の整
備を支援

農産物直売施設

農林水産物処理加工･集出荷貯
蔵施設、育苗施設 等

簡易給排水施設、防災安全施設、
農山漁村定住促進施設 等

廃校・廃屋等改修交流施設、
農林漁業・農山漁村体験施設、
地域連携販売力強化施設 等

廃屋利用の滞在施設

主な重点プロジェクト

○実施主体：地域協議会（市町村が参画）等

○実施期間：

都市農村共生・対流支援対策：上限2年

地域活性化対策 ：上限5年

人材活用対策 ：上限3年

○補助率：定額

都市農村共生・対流支援対策：上限800万円

及び地域活性化対策

人材活用対策 ：上限250万円

○実施主体：都道府県、市町村、農業者が組織する団体等

○実施期間：上限５年

○補助率 ：１／２以内等

○ 市町村等が作成した定住・交流促進のための計画
の実現に必要な施設等の整備を支援

○ 特色ある豊かな地域資源を有する山村の
雇用の増大等に向け、薪炭・山菜等の山村
の地域資源等の潜在力を再評価し活用する
取組を支援

○ 農山漁村の持つ豊かな自然や｢食｣を観光･教育･福祉等に活用する
地域の活動計画づくりや手づくり活動、地域外の若者や意欲ある都
市の若者を長期的に受け入れる取組、地域を越えた人材の活用や優
良事例の情報受発信など、地域資源を活用する取組を支援

子ども農山漁村
交流プロジェクト

（総務省、文部科学省と連携）

子どもの農山漁村での宿
泊による農林漁業体験や
自然体験活動等を推進

「農」と福祉の
連携プロジェクト
（ 厚生労働省と連携 ）

高齢者や障害者、生活困
窮者等を対象とした福祉
農園の拡大・定着を推進

農観連携
プロジェクト
（ 観光庁と連携 ）

グリーン・ツーリズムと
他の観光の組合せや、訪
日外国人旅行者の農山漁
村への呼び込みを推進

空き家・廃校活用
交流プロジェクト
（ 総務省、文部科学省、

国土交通省、厚生労働省と連携）

空き家・廃校等を活用し
た定住希望者の受け皿や
集落拠点施設等の整備を
支援

※その他、地方創生や重点
「道の駅」等の取組と連携

対象地域：農振地域等（中山間を含む）

都市農業機能発揮対策事業 対象地域：市街化区域、市街化調整区域

都市農業の機能発揮

（委託費）
（委託先：地方公共団体等）

都市農業の新たな取組である福祉農園（障害者
福祉農園、高齢者福祉農園等）について、ソフ
ト、ハードの両面から先進事例の創出と横展開
を推進。

○福祉農園の全国への拡大・定着を推進。

○福祉農園の開設を支援。併せて、運営を担う人材育成を支援。

（補助率：定額）

（補助率：ハード・１／２以内 ＋ ソフト・定額）

福祉農園の開設支援

都
市
農
業
振
興
基
本
法
の
基
本
理
念
の
具
体
化
を
推
進

都市農業の意義の周知

農業者、自治体、住民等を対象とした専門家の派
遣や講習会・啓発事業の開催等を支援。

国土交通省と連携し、都市農業に関する制度等につい
て即地的、実証的に調査・検討を実施。

（事業実施主体：ＮＰＯ法人、社会福祉法人、民間団体等）
介護福祉施設での農園整備

現地における実証調査と検討

都市農業についての制度検討都市農業振興基本法
（平成27年４月制定）

〈目的〉
都市農業の安定的な継続を図るとともに、都市農
業の多様な機能の発揮を通じ良好な都市環境の
形成に資する

〈基本理念〉
・都市農業の多様な機能の発揮

・良好な市街地形成における農との共存

・国民の理解の下での施策の推進

（補助率：定額）（事業実施主体：民間団体等） 住民を対象とした啓発事業

防災協力農地の機能の強化

実践的な機能の強化が求められる防災協力農地に
ついて、先進事例（地区防災計画との連携、避難
訓練の実施、簡易な防災兼用施設の整備等）の創
出と横展開を推進。

（補助率：定額）（事業実施主体：市町村、ＪＡ、ＮＰＯ法人等） 都市農地にあるハウスを活用した炊き出し訓練

〈基本的施策〉
・農産物供給機能の向上、担い手の育成・確保
・防災等の機能の発揮
・的確な土地利用計画策定等のための施策
・税制上の措置
・地産地消の促進
・農作業体験の環境の整備（市民農園、福祉農園
等）

・学校教育での活用
・国民の理解と関心の増進
・都市住民による知識・技術の習得の促進
・調査研究の推進

新鮮で安全な
農産物の供給

都市住民の農業
への理解の醸成

災害時の
防災空間

国土・環境
の保全

農業体験・
交流活動の場

心やすらぐ
緑地空間

５

【平成２７年度～】
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研究成果の発信

農業分野における障害者就労に関する研究の推進 [農林水産政策研究所]

主な研究内容

○ 農林水産政策研究所では、平成19年より、社会福祉法人等の
農業分野への進出、障害者の農業分野での就労といった「農福連
携」について研究を実施。これまで以下のような研究成果を公表。

・ 農業分野に進出してきた社会福祉法人等の実態分析
・ 企業による農業分野での障害者雇用の実態分析
・ 農福連携の先進事例における発展プロセスの分析
・ 地方公共団体による農福連携に対する支援の現状と課題

○ 農林水産政策研究所では、平成24年より、蓄積された研究
成果を踏まえ、農福連携の推進に関するセミナーをこれまでに
３回実施。

今後も、研究成果の取りまとめの節目に、実施を予定。

・平成24年7月 3日 基調講演 中島隆信慶応大学商学部教授
（農林水産政策研究所客員研究員）

・平成26年2月13日 基調講演 宮嶋望共働学舎新得農場代表
（農林水産政策研究所客員研究員）

・平成27年2月26日 基調講演 小柴有理江農林水産政策研究所研究員

６

-20-
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特別支援教育行政の現状と課題

文部科学省初等中等教育局特別支援教育課

障害保健福祉主管課長会議 説明資料

平成２８年３月８日（火）
厚生労働省低層棟２階講堂

視覚障害
聴覚障害
知的障害
肢体不自由

0.83（％）（約９万１千人）

視覚障害 知的障害
聴覚障害 肢体不自由

特 別 支 援 学 校

義務教育段階の全児童生徒数 １０１９万人

自閉症
学習障害（ＬＤ）
注意欠陥多動性障害（ＡＤＨＤ）

0.67％
（約６万９千人）

0.82％

（約３４万人）

3.33％

（約８万４千人）

視覚障害 肢体不自由
聴覚障害 病弱・身体虚弱
知的障害 言語障害

自閉症・情緒障害 1.84％

小 学 校 ・ 中 学 校

病弱・身体虚弱

特別支援学級

通常の学級
通級による指導

（約１８万７千人）

特別支援教育の対象の概念図（義務教育段階）

（特別支援学級に在籍する学校教育法施行令第２２条の３に該当する者：約１万７千人）

（平成２６年５月１日現在）

肢体不自由
病弱・身体虚弱
情緒障害

視覚障害
聴覚障害
言語障害

※この数値は、平成24年に文部科学省が行った調査において、学級担任を含む複数の教員により判断された

回答に基づくものであり、医師の診断によるものでない。

（通常の学級に在籍する学校教育法施行令第22条の3に該当する者：約2千人）

発達障害（ＬＤ・ＡＤＨＤ・高機能自閉症等）の可能性のある児童生徒：６．５％程度※の在籍率

-1-
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・平成18年12月 国連総会において障害者権利条約を採択

・障害者の人権・基本的自由の享有を確保し、障害者の固有の尊厳の

尊重を促進するため、障害者の権利を実現するための措置等を規定

例えば

◆障害に基づくあらゆる差別（合理的配慮の否定を含む）の禁止

◆障害者が社会に参加し、包容されることを促進 など

（教育分野）

・インクルーシブ教育システムの理念、合理的配慮の提供 など

・平成19年4月 特別支援教育の本格的実施（「特殊教育」から「特別支援教育」へ）

・盲・聾・養護学校から特別支援学校
・特別支援学校のセンター的機能
・小中学校等における特別支援教育 など

・平成19年9月 障害者権利条約署名

・平成23年8月 障害者基本法改正 （障害者権利条約対応）

（教育分野）
・十分な教育が受けられるようにするため可能な限り共に教育を
受けられるよう配慮しつつ教育の内容及び方法の改善及び充実、
・本人・保護者の意向を可能な限り尊重
・交流及び共同学習の積極的推進 など

近年の特別支援教育に関する動向①

-2-

・平成24年7月 中教審初中分科会報告 （共生社会の形成に向けたインクルーシブ

教育システムの構築のための特別支援教育の推進）

・就学相談・就学先決定の在り方
・合理的配慮、基礎的環境整備
・多様な学びの場の整備、学校間連携、交流及び共同学習等の推進
・教職員の専門性向上 など

・平成25年6月 障害者差別解消法制定 （施行日：一部を除きH28.4）

・差別の禁止、合理的配慮提供の法的義務 など

9月 就学制度改正 （学校教育法施行令改正）
・「認定就学」制度の廃止⇒総合的判断（本人･保護者の意向を可能

な限り尊重）、柔軟な転学 など

・平成26年1月 障害者権利条約批准

・平成27年2月 （差別解消法に基づく） 政府としての基本方針の策定

11月

12月

（差別解消法に基づく）

・文部科学省所管事業分野の対応指針の策定（告示）

・文部科学省における取組に関する対応要領の策定

【・地方公共団体等の対応要領の策定（※策定は努力義務）】

・平成28年4月 障害者差別解消法施行

近年の特別支援教育に関する動向②

-3-
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障害者差別解消法 (※) への対応 （※障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律）

◆ 障害者差別解消法の施行により、本年４月から、国公立学校等において
「合理的配慮の提供」が義務化（私立学校は努力義務）
【⇒対応】

◇ 文科省所管事業分野（教育・文化・スポーツ等）の対応指針の策定（H27.11告示）
（内容） 趣旨、合理的配慮等の基本的な考え方、

相談体制の整備、研修・啓発、相談窓口、
合理的配慮等の具体例、分野別の留意点

◇ 学校における合理的配慮の実践事例
を特総研「インクルＤＢ」に掲載

◇ インクルーシブ教育システム構築事業
を含めた各種事業等の実施

など

○ 障害のある子供が、他の子供と平等に 「教育を受け
る権利」を享有・行使することを確保するために、

・学校の設置者及び学校が必要かつ適当な変更・
調整を行うこと

・ 障害のある子供に対し、その状況に応じて、
学校教育を受ける場合に個別に必要とされるもの

・ 学校の設置者及び学校に対して、体制面、財政
面において、均衡を失した又は過度の負担を課さ
ないもの

○ 行政機関等は、その事務又は事業を行うに当たり、

障害者から現に社会的障壁の除去を必要としている

旨の意思の表明があった場合において、その実施に

伴う負担が過重でないときは、障害者の権利利益を

侵害することとならないよう、当該障害者の性別、

年齢及び障害の状態に応じて、社会的障壁の除去の

実施について必要かつ合理的な配慮をしなければ

ならない。[第7条第2項]
※事業者(私立学校等)は努力義務

学校における合理的配慮（中教審初中分科会報告（H24.7）より） 障害者差別解消法 （H25.6成立、H28.4施行）

※

【合理的配慮に当たり得る配慮の具体例】
（文科省対応指針より）

○学校、文化施設等において、板書やスクリーン等がよく
見えるように、黒板等に近い席を確保すること。

○ 入学試験や検定試験において、本人・保護者の希望、障害
の状況等を踏まえ、別室での受験、試験時間の延長、点字、

拡大文字や音声読み上げ機能の使用等を許可すること。

○ 読み・書き等に困難のある児童生徒等のために、授業や
試験でのタブレット端末等のICT機器使用を許可したり、
筆記に代えて口頭試問による学習評価を行ったりすること。※平成28年度から補助事業化

-4-

特別支援教育に関係する主な会議の状況

中
教
審
初
等
中
等
教
育
分
科
会

教育課程部会（教育課程企画特別部会、特別支援教育部会）

○次期学習指導要領について検討

→特支関係：インクルーシブ教育システムの理念を踏まえた内容の改正など

・企画特別部会「論点整理（報告）」（H27年8月）

・特別支援教育部会においてH27年度末or28年度明けとりまとめ、28年度中に

中教審として答申予定

教員養成部会

○これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上について検討

→特支関係：特支学校教諭免許状保有率向上、教員養成課程における必修化など

・H27年7月中間まとめ、12月答申

チームとしての学校・教職員の在り方に関する作業部会

○チームとしての学校の在り方と今後の改善方策について検討

→特支関係：医療的ケアを行う看護師、特別支援教育支援員の拡充、

外部専門家（ST,OT,PT等）、就職支援コーディネーターの充実など

・H27年7月中間まとめ、12月答申

○高等学校における特別支援教育の推進に関する調査研究協力者会議 （特別支援教育課）

・高校通級の制度化等について検討

・H27年11月設置、27年度内とりまとめ予定 -5-

（文部科学省）
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２－（学制改革に応じた教師の免許、配置等の在り方）

○ 学力の定着等に課題を抱える児童生徒や、発達障害児を含む特別支援教育を必要とする児童生徒に対して、きめ
細かい指導や社会的自立に向けた支援を行うことができるよう、国及び地方公共団体は、教師の専門的指導力の
向上とともに、教職員配置や専門スタッフの充実を図る。教師が特別支援教育に関する知識・技能を身に付ける
ことができるよう、特別支援学校の教師は必須化も視野に入れ、特別支援学校免許状の取得を促進する。

２－（障害のある児童生徒に対する支援等）

○ 国、地方公共団体は、多様性を認め合う社会の担い手育成の観点からも、障害のある児童生徒が可能な限り障害
のない児童生徒と共に、その特性を踏まえた十分な教育を受けることができる環境を整備し、教員の配置や特別支
援教育支援員等の充実、交流や共同学習の充実などの取組を推進するとともに、全ての教師が特別支援教育に関す
る素養を備えることを目指し、専門性・指導力の更なる向上を図る。

○ 国、地方公共団体は、高等学校段階における特別支援教育の充実を図るため、発達障害等に関する教職員等の
対応力向上のための研修、自立と社会参加に向けたキャリア教育の充実などの支援体制の整備等を一層推進する。

政府教育再生実行会議における特別支援教育に関する提言

１．第五次提言（「今後の学制等の在り方について」（平成26年7月3日））＜抜粋＞

２．第六次提言（「「学び続ける」社会、全員参加型社会、地方創生を実現する教育の在り方について」
（平成27年3月4日））＜抜粋＞

２． これからの時代を見据えた教育内容・方法の革新
～求められる資質・能力を教育によっていかに培うか～

（４）特に優れた才能を有する人材の発掘・育成

○ 発達障害のある子供や不登校の子供に十分な学びの機会が確保され、自己肯定感を高められるようにすることが
重要であり、通常の学級に在籍するこうした子供たちへの支援や周囲の子供たちの理解を促進するための教育のほか、
国における就学義務や経済的支援の在り方などに関する検討の結果を踏まえて、フリースクール等における多様な
学びを支援する。その中には、将来、大きく開花する可能性を秘めた、優れた才能を持つ者もおり、こうした子供
たちの潜在的な才能を見出して伸ばす取組を支援する。

３．第七次提言（「これからの時代に求められる資質・能力と、それを培う教育、教師の在り方について
（平成27年5月14日）＜抜粋＞
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障害のある児童生徒等の自立・社会参加の加速化に向けた特別支援教育の充実
平成２８年度予算額（案）１５６億円 （平成２７年度予算額１４５億円）

○自立・社会参加に向けた高等学校段階における特別支援教育充実事業 343百万円（388百万円）
◆キャリア教育・就労支援等の充実事業 30箇所・就職支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ 約30人配置
◆個々の能力・才能を伸ばす特別支援教育ﾓﾃﾞﾙ事業 25箇所・自立活動等担当教員 約25人配置

○学習上の支援機器等教材活用促進事業 445百万円（497百万円）
◆学習上の支援機器等教材研究開発支援事業 9箇所 ◆教科書デジタルデータを活用した拡大教科書、音声教材等普及促進プロジェクト 等

○ 【新規】インクルーシブ教育システムの推進 1,095百万円 （新規）
◆インクルーシブ教育システム推進事業費補助
インクルーシブ教育システムの推進に向けた取組として、都道府県等が①特別支援教育専門家等（早期支援コーディネーター、合理的配慮協力員、
外部専門家、看護師）の配置及び②連携協議会及び研修による特別支援教育の体制整備をする場合に要する経費の一部を補助する。 ［補助率1/3］

・早期支援コーディネーター 94人 ・合理的配慮協力員 282人 ・外部専門家（理学療法士、作業療法士、言語聴覚士等） 428人
・看護師 1,000人 ・体制整備補助 350地域

◆インクルーシブ教育システム推進センターの設置
独立行政法人国立特別支援教育総合研究所に「インクルーシブ教育システム推進センター（仮称）」を設置し、インクルーシブ教育システム関連研究（地域実践

研究事業）、インクルーシブ教育システムデータベースの充実・情報発信、国際情報集積発信事業を統合的に行う。
（独立行政法人国立特別支援教育総合研究所運営費交付金）

（インクルーシブ教育システムの推進・早期支援）

（学習上の支援及び教材の開発）

（高等学校段階における支援）

（教職員の専門性向上）

○【拡充】特別支援教育に関する教職員等の資質向上事業 56百万円 （56百万円）
特別支援教育を担当する教員の専門性の向上を図るため、特別支援学校教員等に対する専門的な研修の実施や特別支援学校教諭免許状取得に資する取

組を実施する。
◆指導者養成講習会等の実施 27箇所

（就学の支援）
○【拡充】特別支援教育就学奨励費負担等 12,909百万円 （11,583百万円）

特別支援学校及び特別支援学級等に就学する障害のある児童生徒等の保護者の経済的負担を軽減するため、通学費、学用品費等に必要な経費を援助する。
◆特別支援学校高等部の生徒の通学費、学用品費等の支援拡充（高校就学支援金制度見直しの学年進行対応）

○発達障害の可能性のある児童生徒等に対する支援事業 586百万円 （586百万円）
◆【新規】発達障害の可能性のある児童生徒に対する放課後等福祉連携支援事業 63百万円

小・中・高等学校等に在籍する発達障害の可能性のある児童生徒に対する支援に当たって、厚生労働省と連携しつつ、学校と放課後等デイサービス事業者
等の福祉機関との連携支援、支援内容の共有方法についての調査研究を行う。 24箇所

◆【新規】発達障害に関する通級による指導担当教員等専門性充実事業 42百万円
教育委員会における発達障害に係る通級による指導の担当教員に対する研修体制を構築するとともに、必要な指導方法について医療関係機関等と連携しつつ研

究を行う。 12箇所
◆発達障害の可能性のある児童生徒に対する早期支援研究事業 45箇所・発達障害支援ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 約80人配置
◆発達障害の可能性のある児童生徒等の系統性のある支援研究事業 15箇所・学校間連携ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ 約45人配置
◆発達障害に関する教職員育成ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発事業 6大学

（発達障害に係る支援）

※【拡充】教職員定数の増 通級指導など特別支援教育の充実 50人 ※特別支援学校の教室不足解消のための補助 補助率：1/3等

○【新規】入院児童生徒等への教育保障体制整備事業 78百万円（新規）
長期にわたり又は断続的に入院する児童生徒の教育機会を保障するため、在籍校、病院、特別支援学校、教育委員会等の関係機関が連携して支援する体制の構築方法に関する調

査研究を行う。 9箇所

（入院児童生徒等への支援）

就
学
前

自
立
と
社
会
参
加

学
校
教
育
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○学習面や行動面で何らかの困難を示す
児童生徒を含む全ての児童生徒が理解
しやすいよう配慮した授業等の改善
○補充指導等の学習面における配慮や
視覚的・聴覚的な刺激の軽減等の行動
面における配慮による指導方法の工夫
○適切な実態把握等（アセスメント）に
よる早期支援の在り方 など

背 景

① 公立の小・中学校の通常の学級において，学習面又は行動面において著しい困難を
示す児童生徒が 6.5％(推定値)程度の割合で在籍しており，これらの児童生徒以外
にも，教育的支援を必要としている児童生徒がいる可能性がある。（平成24年12月
文部科学省調査）

② 低学年では学習面や行動面の問題が顕在化しやすいが，高学年になるにつれて様々
な問題が錯綜し見えにくくなる可能性があり，特に早期発見・早期支援が重要。

③ 各学校段階において行われてきた児童生徒への指導の経過を共有し，進学先等に
おける児童生徒の特性や障害の程度に対するより良い理解につなげることが重要。

④ 各学校段階のライフステージに応じた切れ目のない「縦の連携支援」に加え，学齢
期等における日々の生活を支えるための教育と福祉等との「横の連携支援」が重要
であり，放課後等の関係機関における支援内容等を学校教育に活かすことが重要。

著しい困難を示す場面 推定値

学習面又は行動面 6.5%

学習面 4.5%

行動面 3.6%

学習面かつ行動面 1.6%

0
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16

50

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

学習面の割合

連続性がある。

就労支援段階

高等学校等幼稚園

保育所

大学等義務教育（小・中学校等）

・学習面や行動面で何らかの困難を示す児童生徒の
学校生活への不適応を防ぐための指導方法の改善，
早期支援の在り方について研究事業を行う。
４０地域，５大学（発達障害支援アドバイザー約80人配置）

◎ 発達障害早期支援研究事業 ３５６百万円

・教育委員会が主体となり，発達障害の可能性のある児童生徒に対する
支援内容の各学校段階の移行期における円滑かつ適切な
引継ぎ手法，時期等に関する調査研究を実施する。
１５地域 （学校間連携コーディネーター約45人配置）

◎ 系統性のある支援研究事業 ６５百万円

○引継ぎを
意識した個別の教育支援計画等の
作成方法の研究
○進学前後における引継ぎ内容及び
時期の研究
○児童生徒本人及び保護者の同意を
得つつ，引継ぎを実施する仕組み
の構築 など

発達障害の可能性のある児童生徒等に対する支援事業
●発達障害の可能性のある児童生徒等に対する早期・継続支援事業 平成28年度予算額(案) 486百万円（平成27年度予算額 452百万円）

（事業内容） （事業内容）

◎ 放課後等福祉連携支援事業 ６３百万円 （新規）

○保護者の同意を得つつ，関係機関の連携内容を発展させるための手法研究
○学校側と福祉機関との情報交換や連絡調整体制の構築

（事業内容）

保護者⇒
学校教員

学校教員⇒
福祉機関担当者

福祉機関担当者
⇒保護者

学齢期等における
福 祉 機 関 と の
連 携 に よ る 支 援

・小・中・高等学校等に在籍する発達障害の可能性のある児童生徒に対する支援に当たって，
厚生労働省と連携しつつ，学校と放課後等デイサービス事業者等の福祉機関との連携支援，
支援内容の共有方法について調査研究を行う。 ２４地域（放課後等福祉連携調整員 約24人配置）
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「放課後等デイサービスガイドライン」にかかる普及啓発の推進について

（平成27年4月14日 初等中等教育局特別支援教育課・生涯学習政策局社会教育課 事務連絡 ）

厚生労働省は、学校に就学する障害児を支援の対象とした放課後等デイサービスについて、支援の提供や事業運営に当たって
の基本的事項を定めた「放課後等デイサービスガイドライン」を作成し、関係機関に周知（平成27年4月1日 厚生労働省社会・
援護局障害保健福祉部長事務連絡）。これを受けて文部科学省では、学校における放課後等デイサービスに関する理解の促進と、
当該サービスを利用する障害児に係る教育と福祉の一層の連携が図られるよう、教育委員会等に対して周知。

【ガイドラインに記載されている放課後等デイサービス事業所と学校との具体的な連携方法の概要】

１．子どもに必要な支援を行う上で、放課後等デイサービス事業所と学校との役割分担を明確にし、連携

を積極的に図ること。

２．年間計画や行事予定等の情報を交換等し、共有すること。

３．送迎を行う場合には、他の事業所の車両の発着も想定され、事故等が発生しないよう細心の注意を払う

必要があることから、誰が、どの時間に、どの事業所の送迎に乗せるのかといった送迎リストや、身分証

明書を提出する等ルールを作成し、送迎時の対応について事前に調整すること。

４．下校時のトラブルや子どもの病気・事故の際の連絡体制（緊急連絡体制や対応マニュアル等）について、

事前に調整すること。

５．学校との間で相互の役割の理解を深めるため、保護者の同意を得た上での学校における個別の教育支援

計画等と放課後等デイサービス事業所における放課後等デイサービス計画を共有すること。

６．医療的ケアの情報や、気になることがあった場合の情報等を、保護者の同意のもと、連絡ノート等を通

して、学校と放課後等デイサービス事業所の間で共有すること。

○ 子供の最善の利益の保障 支援を必要とする障害のある子供に対して、学校や家庭とは異なる時間、空間、人、体験等を通じて、個々
の子供の状況に応じた発達支援を行うことにより、子供の最善の利益の保障と健全な育成を図る。

○ 共生社会の実現に向けた
後方支援

放課後児童クラブや児童館等の一般的な子育て支援施策の「後方支援」としての位置づけを踏まえつつ、こ
れらの施策を利用している障害のある子供に対して、地域の障害児支援の専門機関としての事業（保育所等
訪問支援等）を展開する。

○ 保護者支援 保護者が障害のある子供を育てることを社会的に支援するとともに、相談対応、ペアレント・トレーニング
及びケアの代行により保護者自身を支援し、保護者が子供に向き合うゆとりと自信を回復し、子供の発達に
好ましい影響を与える。

（参考）放課後等デイサービスの基本的役割
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廃校を活用して障害福祉施設を整備しませんか？

少子化による児童生徒数の減少により、毎年500校前後の廃
校が全国で発生しています。この廃校の多くが、様々な施設に
転用され、有効活用されています。

地域住民からは、学校が無くなってしまった後も、他の用途
で活用し、地域コミュニティの維持・活性化を図って欲しいと
いう声があり、地方公共団体も有効活用の方策を日々考えてい
るところです。

活用事例の中には障害福祉施設の例もあります。
ぜひ、廃校を活用して障害福祉施設を整備してみませんか？

＜廃校を障害福祉施設として活用した例＞

石川県門前町 ふれあい工房あぎし（施設名称）
建物：鉄筋コンクリート造２階建て 1,854㎡
URL： http://agisi.jp/studio

＜活用に至る経緯やメリット＞
能登地区に精神障害者の作業施設が少ないことから、各種団体の代表である

学校統合問題検討委員会、地区住民全員参加型の地区懇談会での協議を経て、
本施設として活用が決定した。廃校は初期費用を抑えられるメリットがある。
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「みんなの廃校」プロジェクトにおいて
転用が決定した廃校施設の例

都道府県名 設置者 旧学校名 転用後施設

北海道 夕張市 緑小 野菜生産施設

山形県 山形市 双葉小 野菜生産施設

長野県 富士見町 南中
民間企業

（光学機器）工場

宮崎県 宮崎市 去川小 体験交流施設

鹿児島県 志布志市 八野小 学童クラブ

「みんなの廃校」プロジェクトについて

個別の廃校の
情報提供・公募

活用の相談・応募

廃校情報
・竣工年
・面積
・立地条件
・貸与・譲渡条件

・連絡先 等

地方公共団体

HPで全国の廃校情報を紹介
⇒活用用途募集廃校施設等一覧

文部科学省

・民間企業
・NPO法人
・保育所
・児童福祉施設
・老人福祉施設 等

活用希望者

マッチング

URL http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/zyosei/1296809.htm

全国の廃校
の公募情報を
網羅的に紹介

分散している
廃校の情報
を集約

※「みんなの廃校」プロジェクトは、廃校の活用先に悩んでいる地方公共団体や、
廃校を活用したいという利用者のマッチングを図るものであり、廃校活用に際し
て必ず登録しなければならないということではありません。廃校の有効活用は、
所有者である地方公共団体の判断で行うことが可能です。

なお、国庫補助により整備された公立学校施設について、他の用途に転用する
場合には、財産処分手続が必要となることがありますが、大幅に簡素化・弾力化
しています。詳細は、文部科学省大臣官房文教施設企画部施設助成課までお問い
合わせください。
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１ 認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）における若年性認知症施策の強

化について 

 

（１）認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）の策定について 

我が国における認知症の人は平成 24 年で約 462 万人と推計されており、平成

37 年には約 700 万人に増加する見込みとの結果が明らかになった。認知症の人を

単に支えられる側と考えるのではなく、認知症の人に寄り添いながら、認知症の

人が認知症と共によりよく生きていくことができるよう、環境整備を行っていく

ことが求められている。 

平成 27 年 1 月、厚生労働省は、認知症になっても地域において住み慣れた地域

で安心して住み続けられるよう、関係 11 府省庁と共同で「認知症施策推進総合戦

略（新オレンジプラン）」を策定した。総合戦略は、７つの柱を掲げており、その

一つとして「若年性認知症施策の強化」を位置づけているところである。 

65 歳未満の認知症の発症（若年性認知症）の人は、就労や生活費、子どもの教

育費等の経済的な問題や、主介護者が配偶者となる場合が多く、時に本人や配偶

者の親等の介護と重なった複数介護等の特徴があることから、居場所づくり、就

労・社会参加支援等の様々な分野にわたる支援を総合的に講じていく必要がある。 

そのため、総合戦略では、 

①早期診断・早期対応につなげるための普及啓発 

②発症初期から適切な支援を受けられるよう若年性認知症ハンドブックの配布 

③若年性認知症の人の自立支援に関わる関係者のネットワークの調整役（若年性

認知症支援コーディネーター）の配置 

をすることとされており、就労支援、本人やその家族が交流できる居場所づくり

等、若年性認知症の特性に配慮した就労・社会参加支援等を進めることとされて

いる。 

 

（２）若年性認知症施策の強化について 

（１）を踏まえ、厚生労働省では平成 28 年度予算案において、 

①若年性認知症の人やその家族、企業等からの相談支援 

②市町村や関係機関とのネットワークの構築 
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③地域住民も含めた若年性認知症の理解の普及・啓発 

などの役割を担うための若年性認知症支援コーディネーターの配置に要する経費

を、都道府県が実施主体となる若年性認知症施策推進事業に計上しているところ

である。 

個別の相談支援の実施に当たっては、認知症は精神障害の１つであり、精神障

害者保健福祉手帳を取得することが可能であることから、介護保険法に基づくサ

ービス、年金の給付申請等のための連絡調整や案内のみならず、障害者総合支援

法に基づく就労移行支援事業・就労継続支援事業の利用や、そのための基幹相談

支援センターや特定相談支援事業所との連絡調整などが考えられる。 

そのため、各都道府県におかれては、制度を越えた円滑な支援が促進されるよ

う、管内の就労移行支援事業者、委託相談支援事業者や基幹相談支援センターに

対し、介護保険法に基づく地域ケア推進会議などへの出席依頼があれば積極的に

検討いただくよう周知をお願いいただくとともに、自立支援協議会においても若

年性認知症に関する社会資源の把握・開発につながるよう先進的な事例の情報提

供などの取組をお願いしたい。 

なお、若年性認知症支援コーディネーターの具体的な業務内容については、今

年度の老人保健健康増進等事業において手引きを作成しているところであり、別

途、お示しする予定であるので、指定都市・中核市におかれても取組の参考とさ

れたい。 
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認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）
～認知症高齢者等にやさしい地域づくりに向けて～の概要

・ 高齢者の約４人に１人が認知症の人又はその予備群。高齢化の進展に伴い、認知症の人はさらに増加
２０１２（平成２４）年 ４６２万人（約７人に１人） ⇒ ２０２５（平成３７）年約７００万人（約５人に１人）

・ 認知症の人を単に支えられる側と考えるのではなく、認知症の人が認知症とともによりよく生きていくことが
できるような環境整備が必要。

七

つ

の

柱

新オレンジプランの基本的考え方
認知症の人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域のよい環境で自分らしく
暮らし続けることができる社会の実現を目指す。

①認知症への理解を深めるための普及・啓発の推進
②認知症の容態に応じた適時・適切な医療・介護等の提供
③若年性認知症施策の強化
④認知症の人の介護者への支援
⑤認知症の人を含む高齢者にやさしい地域づくりの推進
⑥認知症の予防法、診断法、治療法、リハビリテーションモデル、介護モデル等の研究
開発及びその成果の普及の推進
⑦認知症の人やその家族の視点の重視 １

・ 厚生労働省が関係府省庁（内閣官房、内閣府、警察庁、金融庁、消費者庁、総務省、法務省、文部科
学省、農林水産省、経済産業省、国土交通省）と共同して策定
・ 新プランの対象期間は団塊の世代が７５歳以上となる２０２５（平成３７）年だが、数値目標は 介護保
険に合わせて２０１７（平成２９）年度末等
・ 策定に当たり認知症の人やその家族など様々な関係者から幅広く意見を聴取

新

若年性認知症実態調査およびご本人・ご家族から
のヒアリング等 ⇒ 課題・ニーズの把握

①悩みの共有①悩みの共有

②受診勧奨②受診勧奨

③利用できる制度・サービスの紹介③利用できる制度・サービスの紹介

若年性認知症支援コーディネーターの設置

④本人・家族が交流できる居場所づくり④本人・家族が交流できる居場所づくり

若年性認知症支援コーディネーター設置事業

個別相談事業

ネットワーク構築事業

・ネットワーク会議の開催、普及啓発等

ネットワーク研修事業

・支援者への研修会の開催等

行政機関行政機関

地域障害者職業
センター
地域障害者職業
センター

企業企業

障害者職業・
生活支援センター
障害者職業・
生活支援センター

障害福祉サービス
介護サービス
障害福祉サービス
介護サービス

地域包括支援
センター
地域包括支援
センター

医療機関医療機関

法テラス法テラス

フィードバック

若年性認知症は、いわゆる現役世代が発症するが、若年性認知症に対する理解が不足し、診断される前に症状が進行し社会生活が事実上困難とな
ることなどが指摘されている。このため、若年性認知症に関する相談から医療・福祉・就労の総合的な支援を実施することにより、現役世代である若年
性認知症の方への支援に当たり、一人ひとりの状態やその変化に応じた適切な支援方策の構築を図る。

全国１カ所・・・ （１）若年性認知症コールセンター運営事業
都道府県・・・・ （２）若年性認知症実態調査およびご本人・ご家族からのヒアリング等によるニーズ把握

（３）若年性認知症支援コーディネーター設置事業【新規】
・若年性認知症自立支援ネットワーク構築事業 ・ネットワーク研修事業 ・個別相談事業

若年性認知症施策総合推進事業（一部新規）
平成28年度予算案

８６，８３６千円（ ６３，８９３千円）

概 要

事業内容

・職場復帰の訓練
・日常生活の支援
・財産の管理
・健康面の不安

・職場復帰の訓練
・日常生活の支援
・財産の管理
・健康面の不安

実施

都
道
府
県

若年性認知症支援

コーディネーター

若年性認知症自立
支援ネットワーク

実施
（事業内容に
よって一部運
営委託）
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認知症施策推進総合戦略～認知症高齢者等にやさしい地域づくりに向けて～

●若年性認知症の人が発症初期の段階から適切な支援を受けられるよう、医療機関や市町村窓口等を
通じて、若年性認知症と診断された人やその家族に、若年性認知症支援のハンドブックを配布。
●都道府県ごとに若年性認知症の人やその家族からの相談の窓口を設置し、関係者のネットワークの調
整役を担う者を配置するほか、以下の取組を実施。
・若年性認知症の人との意見交換会の開催等を通じた若年性認知症の人のニーズ把握
・若年性認知症の人やその家族が交流できる居場所づくり
・事業主に対する若年性認知症の人の就労について理解を図るための周知
・若年性認知症の人がハローワークによる支援等が利用可能であることの周知 等 【厚生労働省】

【事業名】 若年性認知症施策総合推進事業
【実績と目標値】２０１５（平成２７）年度見込み ３１都道府県 ⇒ ２０１７（平成２９）年度末 ４７都道府県

３ 若年性認知症施策の強化

※ネットワーク調整役の配置（例）
「東京都若年性認知症総合支援
センター」パンフレットより抜粋

※｢若年性認知症ハンドブック｣
（認知症介護研究・研修大府センター）

地域包括支援センターが開催
○個別ケース（困難事例等）の支援内容を通じた
①地域支援ネットワークの構築
②高齢者の自立支援に資するケアマネジメント支援
③地域課題の把握 などを行う。
※幅広い視点から、直接サービス提供に当たらない
専門職種も参加
※行政職員は、会議の内容を把握しておき、
地域課題の集約などに活かす。

地域づくり・資源開発

政策形成
介護保険事業計画等への位置づけなど

地域課題の把握

個別の
ケアマネジメント

市町村レベルの会議（地域ケア推進会議）

事例提供

支 援

サービス
担当者会議
（全ての
ケースにつ
いて、多職
種協働によ
り適切なケ
アプランを
検討）

≪主な構成員≫

その他必要に応じて参加

医師、歯科医師、薬剤師、看護師、
歯科衛生士、PT、OT、ST、管理栄養士、
ケアマネジャー、介護サービス事業者 など

自治会、民生委員、ボランティア、NPOなど

医療・介護の専門職種等

地域包括支援センターレベルでの会議（地域ケア個別会議）

地域の支援者

生活支援
体制整備

生活支援コー
ディネーター

協議体

認知症施策

認知症初期
集中支援
チーム

認知症地域
支援推進員

在宅医療
連携の拠点

医師会等関
係団体

医療関係専
門職等

○地域包括支援センター等において、多職種協働による個別事例の検討等を行い、地域のネット
ワーク構築、ケアマネジメント支援、地域課題の把握等を推進する。

○地域全体で高齢者を支援するための、具体的手法である地域ケア会議に取り組むことで、地域
包括ケアを推進。

地域ケア会議の推進

・地域包括支援センターの箇所数：4,484ヶ所（センター・ブランチ・サブセンター合計7,196ヶ所）（平成25年4月末現在）
・地域ケア会議は全国の保険者で約8割（1,207保険者）で実施（平成24年度末時点）
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消費者事故等に関する情報の通知について

平成28年３月８日（火）

消費者庁消費者安全課

消費者安全法に基づく通知のお願い

消費者庁に消費者事故
情報を一元的に集約

消費者事故情報をもとに、
消費者被害の発生・拡大
防止対策を実施

平成21年9月 消費者庁の設置
消費者安全法の施行

１
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消費者安全法に基づく通知制度とは

●消費生活の場面で生じた一定程度の被害の出た事故等

（＝消費者事故等）について

●行政機関から消費者庁に通知

●対象は商品・製品、施設、役務など幅広く

２

消費者事故等とは（生命・身体分野）

＜消費者事故等＞

消費生活において

■消費者に一定程度の被害が発生した事故

・死亡

・治療に1日以上かかる負傷・疾病

・一酸化炭素中毒

■生命・身体被害が発生するおそれの事態

＜重大事故等＞

■消費者事故等のうち、被害が重大であるもの

・死亡

・治療に30日以上要する負傷・疾病

・一定の後遺障害

・一酸化炭素中毒

■生命・身体被害が発生するおそれの事態（火

災、窒息等）

いずれの場合も、製品・役務等の「消費安全性」を欠くこと
・被害が現実に発生した場合：消費安全性を欠いていた疑いがあること
・被害発生のおそれがある場合：消費安全性を欠くことが積極的な要件

※ここでは、生命・身体分野について解説
３
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特に通知をお願いしたい分野

リフターを用いてベッドから車椅子への移乗を行った際、入所者が転落し、
大たい骨骨折（役務）

入浴介助を受けていた利用者が、全身熱傷を負い、搬送先で死亡 （役
務）

入所者に対し、誤って他の入所者の薬を飲ませたため、低血圧症を発症
（役務）

普段流動食等で対応していた入所者に対し、十分な確認をせずに固形食

が提供され、のどに詰まらせ、搬送先の病院で死亡（役務）

入所者が介護用ベッドの柵に挟まれ、死亡（製品）

施設利用者を送迎中、送迎車が路外に転落し、利用者が骨折（役務）

通知された重大事故等の例（社会福祉施設関連）

４

通知のタイミング

■重大事故等
・発生したという情報を得たら直ちに（数時間以内）

■消費者事故等（重大事故等を除く）
・被害発生・拡大のおそれがあると認めるとき、速
やかに（数日以内）

• 幅広く消費者庁へ通知をお願いします！

５
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参 考

◎根拠等
・社会福祉施設等の利用に係る消費者事故等の通知について
（平成21年９月1日、平成27年５月29日（再周知））

◎参考資料
・消費者事故等の通知の運用マニュアル（平成27年３月27日改訂）
⇒http://www.caa.go.jp/safety/pdf/090901unyou.pdf

・消費者事故等情報通知様式
⇒ http://www.caa.go.jp/safety/pdf/090901yousiki_150327.pdf

６
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公益財団法人 

日本医療機能評価機構 
 

 



 



１ 産科医療補償制度の周知について 

 

【制度の概要】  

産科医療補償制度は、分娩に関連して発症した重度脳性麻痺児とその家族の

経済的負担を速やかに補償するとともに、脳性麻痺発症の原因分析を行い、同

じような事例の再発防止に資する情報を提供することなどにより、紛争の防

止・早期解決および産科医療の質の向上を図ることを目的に平成 21 年 1 月に

創設された制度であり、（公財）日本医療機能評価機構が運営している。 

  補償対象と認定されると、準備一時金と補償分割金をあわせ総額 3,000 万円

の補償金が支払われるとともに、医学的観点から原因分析が行われ原因分析報

告書が保護者と分娩機関へ送付される。  
 

また、本制度の透明性を確保することと、再発防止および産科医療の質の向

上を図ることを目的として、原因分析報告書の「要約版」を公表している。さ

らに、原因分析された複数の事例をもとに再発防止策などを提言した「再発防

止に関する報告書」や「再発防止委員会からの提言集」、診療に活用できるよ

うに典型的な胎児心拍数パターンを掲載した「脳性麻痺事例の胎児心拍数陣痛

図（CTG 教材）」等を作成し、本制度のホームページに掲載し公表している。 

 

          
＜再発防止に関する報告書＞ ＜再発防止委員会からの提言集＞ ＜脳性麻痺事例の胎児心拍数陣痛図＞  

 

【補償対象】 

次の①～③の基準をすべて満たす場合、補償対象となる。なお、児の出生年

によって基準が一部異なる。  
 平成 26 年 12 月 31 日までに出生した 

児の場合 

平成27年1月1日以降に出生した 

児の場合 

① 在胎週数33週以上で出生体重2,000g以

上、または在胎週数28週以上で所定の

要件 

在胎週数32週以上で出生体重1,400g以

上、または在胎週数28週以上で所定の要

件 

② 先天性や新生児期の要因によらない脳性麻痺 

③ 身体障害者手帳 1・2 級相当の脳性麻痺 
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 ※ 生後 6 ヶ月未満で亡くなった場合は補償対象とならない。  
 ※ 平成 26 年 12 月 31 日までに出生した児の場合と平成 27 年 1 月 1 日以降に

出生した児の場合では、在胎週数 28 週以上の「所定の要件」が異なる。詳

細は本制度ホームページをご確認いただきたい。 

 
【補償申請期限】 

  制度創設来の補償対象者数は、本年 1 月末時点の累計で 1,603 件となってい

る。 

補償申請期限は児の満 5 歳の誕生日までであり、平成 23 年 3 月以降に出生

した児は、順次、補償申請期限を迎えることとなる。補償対象と考えられる脳

性麻痺児が、満 5 歳の誕生日を過ぎたために補償申請ができなくなる事態が生

じないよう、補償申請に関する周知活動を継続的に行っている。  
具体的には、市区町村の障害者手帳申請窓口のほか、産科医療関係者をはじ

め小児科医、小児神経科医、リハビリテーション科医などの医療関係者、脳性

麻痺児に関わる機会の多い福祉関係者、および脳性麻痺児が入通所する施設な

どに、補償対象となる範囲や補償申請期限等に関するチラシ・ポスターを配布

するとともに、「補償対象に関する参考事例集」を紹介するなど、補償申請の

促進に向けた取組みを行っている。  
 

           
＜補償対象に関する参考事例集＞     ＜「補償対象となる脳性麻痺の基準」の解説＞  

 
また、厚生労働省のご理解とご協力を得て、本年 2 月 19 日に当機構より各

都道府県、指定都市、中核市に送付した、関連資料 1「産科医療補償制度に係

る補償申請期限等の周知についてのご協力のお願い」において、補償申請期限

等に関するチラシ・ポスターを配布し、補償申請に関する周知の協力依頼を行

ったところである。  
今後も本制度、特に補償申請期限について、市区町村の障害者手帳申請窓口

等において、関連資料 2「重度脳性まひのお子様とご家族の皆様へ 産科医療

補償制度の申請期限は満 5 歳の誕生日までです」のチラシ・ポスターを活用す

るなどにより、引き続き周知いただくようお願いしたい。 
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 【その他】 

昨年 10 月より、各都道府県のホームページに本制度の周知文書等の掲載に

ついてお願いしているところである。これまでに 37 都道府県において既に対

応いただいており、この場をお借りして厚く御礼申し上げる。現在未対応の都

道府県においても是非ご協力をお願い申し上げる。 

   

なお、不明な点がある場合、またチラシ・ポスター等の資料が追加で必要な

場合（随時無料にて送付）は、産科医療補償制度専用コールセンターにご連絡

いただきたい。 

 

●産科医療補償制度専用コールセンター 

  フリーダイヤル ０１２０-３３０-６３７  
受付時間：午前９時～午後５時（土日祝除く）  

●産科医療補償制度ホームページ 

               http://www.sanka-hp.jcqhc.or.jp/ 産科医療 検索 
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産 医 補 償 第 171 号 
平成２８年２月１９日 

 

 
 
 
 

公益財団法人日本医療機能評価機構 
理事・産科医療補償制度事業管理者 

上田 茂 
（公  印  省  略） 

 
産科医療補償制度に係る補償申請期限等の周知についてのご協力のお願い 

 
拝啓 時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。 

日頃より、日本医療機能評価機構の事業運営につきましてご協力を賜り、厚く御礼

を申し上げます。 

 

産科医療補償制度（以下、「本制度」）は、安心して産科医療を受けられる環境整備

の一環として、当機構が運営組織となり、平成 21 年 1 月に創設されました。制度創

設以来、貴自治体の障害保健福祉窓口等におかれましては、本制度のポスターの掲示

やチラシの配布など、幅広い周知にご協力をいただいており、改めて感謝いたします。 
 
さて、本制度の補償申請期限は、脳性麻痺児の満 5 歳の誕生日までであり、平成 23

年生まれの児が、本年 1 月から順次、補償申請期限を迎えております。当機構では、

補償対象と考えられる児が補償申請期限を過ぎたことにより補償申請ができなくなる

事態が生じないよう、本制度の周知を継続的に行うことが重要と考えております。 
 
このため、平成 27 年 11 月に厚生労働省社会援護局・障害保健福祉部より都道府県・

指定都市・中核市障害保健福祉主管課ご担当者宛に送付された「障害保健福祉関係伝

達事項」の「20 産科医療補償制度の周知について」において、障害手帳申請窓口等

にて補償申請期限について周知いただくようお願いしているところでございます。 
 
つきましては、別紙のとおり補償申請期限等をお知らせするポスターとチラシを送

付いたしますので、脳性麻痺児とその家族が訪れる機会の多い場所において、ポスタ

ーの掲示やチラシの配布を行うなどのご協力を賜りますようお願い申し上げます。 
  

敬 具 

各 障害保健福祉主管部（局） 御中 
 

都道府県 
指定都市 
中核市 
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社会保障・税番号制度の
導入について

○ 社会保障・税番号制度の導入により、地方公共団体において生活保護、児童手当、介護保険といった社

会保障分野の事務に個人番号の利用が開始されています。

○ 番号制度の開始に当たっては、番号の確認等の新たな事務が生じますが、制度導入により、同一の住民

の方の情報を適切に管理することができるようになり、また、情報連携開始後は、各種給付事務などに必要な、

他の機関の保有する情報を、オンラインで共有することが可能になる等の効果が期待されていますので、制

度が円滑に運用されるよう、ご協力のほどよろしくお願いいたします。

○ なお、各制度の詳細な事務の取扱いについては、昨年来、所管部局から事務連絡等を発出して

いますので、そちらもあわせて御確認の上、ご対応のほどお願いいたします。また、平成29年7月の

情報連携開始に向け、引き続き、着実に準備を進めていただきますよう、お願いいたします

社会保障・税番号制度の開始に当たって
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今後

関係機関Ａ

本人

関係機関Ｂ

申請
給付

各種書類

関係機関Ａ

番号制度導入後は、ＡとＢ
の間で情報をやりとりする
ことで、添付書類の省略や
給付の適正化が図られる。

関係機関Ｂ

申請給付

本人

社会保障の手続では、所得証明
書などの添付書類をＡから求め
られた場合、本人はＢから取得
した上で申請している。
また、ＡとＢとの間で併給を禁
止している場合などは、本人の
申告に基づき給付の調整をして
いる。

各種書類
個人番号

お知らせ
情報の表示

自己情報
表示

マイナポータル

同一住民の方
の情報の検索
等が効率化

情報連携により、
給付の適正化が
図られる。

添付書類の省
略により、国
民利便性が向

上

情報連携によ
り、添付書類
の発行事務が
効率化

行政からの各
種お知らせ、
自分の情報等
を入手できる。

現状

社会保障分野における制度導入の効果

○ 社会保障分野における番号制度導入により、例えば以下の効果が期待されます。

① 同一住民の情報の効率的な検索・管理 【28年1月～】

② 住民票・所得証明書等の添付書類の省略 【29年7月以降～】

⇒ 児童扶養手当の支給申請の際に、所得状況を証明する書類等の添付書類の省略が可能となる。

③ 異なる制度間における給付調整の確実性の向上 【29年7月以降～】

⇒ 特別児童扶養手当の支給申請の際に、障害を支給事由とする年金給付との併給調整をより確実に行うことが可能となる。

④ マイナポータルを活用したお知らせ情報の表示 【29年1月以降～】

番号利用・情報連携の概要

ー 障害者福祉 ー

地方公共団体向け情報の掲載場所

○厚生労働省ホームページ 「 政策について」→「分野別の政策一覧」→「他分野の取り組み」→「社会保障全般」→「地方公共団体の皆さまへ」
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12600000-Seisakutoukatsukan/0000111355.pdf
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障害者福祉分野におけるマイナンバー利用・情報連携

主な手続の例
マイナンバーの利用
（番号利用法別表第１）

情報提供ネットワークシステムを利用した
他の行政機関等との情報連携
（番号利用法別表第２）

特別児童扶養手当 申請、認定 申請書にマイナンバーの記載欄を追加
し、支給申請を受ける際に、対象者のマ
イナンバーを取得し、管理

特別児童扶養手当の支給のための審査の際に、
情報提供ネットワークシステムを利用して、地方税
関係情報（転入前市町村から）、年金給付関係情
報（日本年金機構から）等を取得する。

現況届 届出書にマイナンバーの記載欄を追加
し、現況届の届出の際に、対象者のマ
イナンバーを取得し、管理

特別児童扶養手当の現況届の審査の際に、情報
提供ネットワークシステムを利用して、地方税関係
情報（転入前市町村から）、年金給付関係情報
（日本年金機構から）等を取得する。

障害児福祉手当
特別障害者手当

申請、認定 申請書にマイナンバーの記載欄を追加
し、支給申請を受ける際に、対象者のマ
イナンバーを取得し、管理

障害児福祉手当、特別障害者手当の支給のため
の審査の際に、情報提供ネットワークシステムを利
用して、地方税関係情報（市町村から）、年金給付
関係情報（日本年金機構から）等を取得する。

現況届 届出書にマイナンバーの記載欄を追加
し、現況届の届出の際に、対象者のマ
イナンバーを取得し、管理

障害児福祉手当、特別障害者手当の現況届のた
めの審査の際に、情報提供ネットワークシステムを
利用して、地方税関係情報（市町村から）、年金給
付関係情報（日本年金機構から）等を取得する。

身体障害者手帳の交付申請 申請書にマイナンバーの記載欄を追加
し、申請を受ける際に、対象者のマイナ
ンバーを取得し、管理

‒

精神障害者保健福祉手帳の交付
申請

申請書にマイナンバーの記載欄を追加
し、申請を受ける際に、対象者のマイナ
ンバーを取得し、管理

手帳交付の審査の際に、情報提供ネット
ワークシステムを利用して年金給付関係情
報（日本年金機構から）等を取得する。

１．番号利用の概要
支給申請書にマイナンバーの記載欄を追加し、支給申請を受ける際に対象者のマイナンバーを取得し、管理することとなる。

２．情報連携の概要
特別児童扶養手当の支給の認定のための審査の際に、上記により取得したマイナンバーにより、情報提供ネットワークシステ

ムを利用して、地方税関係情報（市町村から）等を取得する。

障害者福祉分野における番号利用・情報連携の手続例

例） 特別児童扶養手当の支給申請、認定

①都道府県知事が事務を行う場合（申請者の住所地が指定都市以外の場合）

現状

本人

申請 申請書

都道府県

※転入前市町村

市町村A

添付書類
（所得状況等）＋

所得状況を証明する添付
書類を省略可能

今後

申請書

情報提供ネットワークシステム
を利用した情報の取得

マイナンバー

※転入前市町村

所得情報を情報連携する場合のイメージ

特別児童扶養手当は、受給資格者の住所が指定都市以外の場合には都道府県知事が、受給資格者の住所が指定都市の区域内の場合に
は指定都市の長が認定を行っている。また、特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行令により、都道府県知事が認定を行う場合には、申
請書は市町村長を経由して提出されることとなっているとともに、市町村長の事務として所定事項について必要な審査を行うことが規定されてい
る。これを踏まえ都道府県知事が認定を行う場合は都道府県及び市町村、指定都市が認定を行う場合は当該指定都市において、情報提供
ネットワークシステムを利用して所得情報等を照会することが可能である。（都道府県知事の認定の場合には、一般的には市町村において照会を
行ってから都道府県に提出することとなると考えられる。）

市町村B

本人

申請

都道府県

市町村A

※診断書等は従前どおり

市町村B

※個人番号関係
事務実施者

※想定されるパターンのいくつかを例示したもの。本資料を参
考に各自治体に応じた具体的なフローを検討されたい。また、
本人確認措置を行う主体については記載を省略している。

日本年金機構

日本年金機構
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②政令指定都市が事務を行う場合（申請者の住所地が指定都市の場合）

本人

申請

申請書

市町村Ｂ

所得状況を証明する添
付書類を省略可能

現状 今後

本人

申請

申請書

市町村Ｂ

情報提供ネットワークシステム
を利用した情報の取得

個人番号

政令指定都市A

添付書類
（所得状況等）＋

※診断書等は従前どおり

政令指定都市A

※転入前市町村
※転入前市町村

所得情報を情報連携する場合のイメージ

※想定されるパターンのいくつかを例示したもの。本資料を参
考に各自治体に応じた具体的なフローを検討されたい。また、
本人確認措置を行う主体については記載を省略している。

日本年金機構 日本年金機構

１．番号利用の概要
障害児福祉手当等の支給申請書にマイナンバーの記載欄を追加し、支給申請を受ける際に、対象者のマイナンバーを取

得し、管理することとなる。

２．情報連携の概要
障害児福祉手当等の支給の認定のための審査の際に、上記により取得したマイナンバーにより、情報提供ネットワークシス

テムを利用して、地方税関係情報（市町村から）、年金給付関係情報（日本年金機構から）等を取得する。

例） 障害児福祉手当・特別障害者手当の支給申請、認定

①市、福祉事務所を管理する町村が事務を行う場合

※診断書等は従前どおり

特別児童扶養手当等の支給に関する法律第17条の障害児福祉手当及び同法第26条の２の特別障害者手当については、都道府県知事、市長又は福祉事務所を管
理する町村長が情報提供ネットワークシステムを利用して、所得情報等を照会することとなるが、地方自治法第252条の17の２に基づき条例により事務処理の特例を
設けており、町村長が都道府県の事務を処理することとしている場合には、町村長が行うこととしている事務に応じて、当該町村が情報連携を行うことが可能である。

本人

申請

申請書

市町村Ｂ

所得状況を証明する添付
書類等を省略可能

現状 今後

本人

申請

申請書

市町村Ｂ

情報提供ネットワークシステム
を利用した情報の取得

マイナンバー

市、福祉事務所を管

理する町村

添付書類
（所得状況等）＋

市、福祉事務所を管

理する町村

受給者もしくはその配偶者又は扶養義務者の前年の
所得が一定の額以上の場合は支給されない。添付さ
れた住民票、所得証明書等に基づき審査。

住民票、所得証明書等の添付を省略し、情報提供ネッ
トワークシステムを通じて、必要に応じて所得情報等は
他市町村に照会、年金給付関係情報は日本年金機構
に照会。当該情報等に基づき審査。

※転入前市町村

※診断書等は従前どおり

※転入前市町村

日本年金機構

日本年金機構

所得情報や年金給付関係情報を情報連携する場合の
イメージ

※想定されるパターンのいくつかを例示したもの。本資料を参
考に各自治体に応じた具体的なフローを検討されたい。また、
本人確認措置を行う主体については記載を省略している。

※特別障害者
手当のみ
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本人

申請

申請書

市町村Ｂ

所得状況を証明する添付
書類等を省略可能

現状 今後

本人

申請

申請書

市町村Ｂ

情報提供ネットワークシステム
を利用した情報の取得

マイナンバー

都道府県

添付書類
（所得状況等）＋

都道府県

②都道府県知事が事務を行う場合（福祉事務所を管理していない町村の居住者）

受給者もしくはその配偶者又は扶養義務者の前年の
所得が一定の額以上の場合は支給されない。添付さ
れた住民票、所得証明書等に基づき審査。

※転入前市町村

※診断書等は従前どおり
※転入前市町村

日本年金機構
日本年金機構

所得情報や年金給付関係情報を情報連携する場合の
イメージ

住民票、所得証明書等の添付を省略し、情報提供ネッ
トワークシステムを通じて、必要に応じて所得情報等は
他市町村に照会、年金給付関係情報は日本年金機構
に照会。当該情報等に基づき審査。

※想定されるパターンのいくつかを例示したもの。本資料を参
考に各自治体に応じた具体的なフローを検討されたい。また、
本人確認措置を行う主体については記載を省略している。

※特別障害者
手当のみ

③条例による事務処理の特例により、都道府県の権限に属する事務の一部を
町村が処理している場合

所得状況を証明する添
付書類等を省略可能

今後

本人

申請

申請書

市町村Ｂ

情報提供ネットワークシステム
を利用した情報の取得

マイナンバー

福祉事務所を管理し

ていない町村

都道府県

地方自治法による
事務処理の特例
（特例条例）

※転入前市町村

※診断書等は従前どおり

現状

本人

申請

申請書

市町村Ｂ

福祉事務所を管理し

ていない町村

都道府県

地方自治法による
事務処理の特例
（特例条例）

※転入前市町村

添付書類
（所得状況等）＋

日本年金機構

所得情報や年金給付関係情報を情報連携する場合の
イメージ

※想定されるパターンのいくつかを例示したもの。本資料を参
考に各自治体に応じた具体的なフローを検討されたい。また、
本人確認措置を行う主体については記載を省略している。

※特別障害者
手当のみ

日本年金機構
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④都道府県知事が事務を行う場合に事務処理要領等により町村が受け付け
事務等を担っている場合

※福祉事務所を管理していない町村から都道府県へのマイナンバー付の情報の提供に関し、この場合、都
道府県と当該町村の関係は、番号法上、法令によらない委託関係になると考えられ、委託者となる都道府
県は、当該町村が特定個人情報の安全管理措置を講じるよう適切かつ必要な監督等を行うこととなる。

なお、条例を定めることにより、都道府県と福祉事務所を管理していない町村の関係を、委託者と受託者
ではなく個人番号利用事務実施者と個人番号関係事務実施者であると整理することも可能。

所得状況を証明する添付
書類等を省略可能

今後

本人

申請

申請書

市町村Ｂ

マイナンバー

福祉事務所を管理し

ていない町村

※診断書等は従前どおり

※転入前市町村

受付等

現状

本人

申請

申請書

市町村Ｂ

福祉事務所を管理し

ていない町村

都道府県

※転入前市町村

受付等

事
務
処
理
要
領

添付書類
（所得状況等）＋

日本年金機構

情報提供ネットワークシステム
を利用した情報の取得

所得情報や年金給付関係情報を情報連携する場合の
イメージ

事
務
処
理
要
領

都道府県

※想定されるパターンのいくつかを例示したもの。本資料を参
考に各自治体に応じた具体的なフローを検討されたい。また、
本人確認措置を行う主体については記載を省略している。

※特別障害者
手当のみ

日本年金機構

１．番号利用の概要
身体障害者手帳の交付申請書にマイナンバーの記載欄を追加し、交付申請を受ける際に、対象者のマイナンバーを取得

し、管理することとなる。

例） 身体障害者手帳の申請、交付

本人

申請
申請書

現状 今後

都道府県、

政令指定都市、中核市

身体障害者手帳の交付に関する事務は、都道府県知事が実施することとされているとともに、交付の申請は、市又は福祉事務所を管理する町
村の居住者は当該市町村の福祉事務所の長を、福祉事務所を管理していない町村の居住者は当該町村長を経由して行うこととされている。今
般、申請書にマイナンバーが記載されることとなるため、一般的には福祉事務所か福祉事務所を管理していない町村において、マイナンバー取
得に伴う本人確認措置を実施する。
また、都道府県知事の事務は、身体障害者福祉法及び身体障害者福祉法施行令により政令指定都市及び中核市に委任されている。

経由

審査

市町村の福祉事務所又は
福祉事務所を管理していない町村

手帳交付

※診断書等の添付
書類は従前どおり

※個人番号関係事務
実施者

本人

申請
申請書

都道府県、

政令指定都市、中核市

経由

審査

手帳交付

マイナンバー

市町村の福祉事務所又は
福祉事務所を管理していない町村

※想定されるパターンのいくつかを例示したもの。本資料を参
考に各自治体に応じた具体的なフローを検討されたい。また、
本人確認措置を行う主体については記載を省略している。
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１．番号利用の概要
申請書にマイナンバーの記載欄を追加し、交付申請を受ける際に、対象者のマイナンバーを取得し、管理することとなる。

２．情報連携の概要
手帳交付に関する審査において、上記により取得したマイナンバーにより、情報提供ネットワークシステムを利用して、年金給

付関係情報（日本年金機構から）等を取得する。

例） 精神障害者保健福祉手帳の申請、交付

①都道府県知事が事務を行う場合

現状

本人

申請 申請書

都道府県

市町村

今後

情報提供ネットワークシステム
を利用した情報の取得

年金給付関係情報を日本年金機構と情報連携する
場合のイメージ

日本年金機構

※診断書等は従前どおり

※個人番号関
係事務実施者

精神障害者保健福祉手帳の交付に関する事務は、都道府県知事が実施することとされているとともに交付の申請は、居住地の市町村長を経
由して行うこととされている。今般、申請書にマイナンバーが記載されることとなるため、一般的には市町村において、マイナンバー取得に伴う本人
確認措置を実施する。なお、情報提供ネットワークシステムを利用した年金機構との情報連携は、一般的には、手帳の交付に係る審査を行う都
道府県知事が実施する。
また、都道府県知事の事務は、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律及び精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令により

政令指定都市に委任されている。

本人

申請 申請書

都道府県

市町村

日本年金機構

マイナンバー

年金
証書等＋

精神障害を支給事由とす
る給付に係る添付書類を
省略可能

※想定されるパターンのいくつかを例示したもの。本資料を参
考に各自治体に応じた具体的なフローを検討されたい。また、
本人確認措置を行う主体については記載を省略している。

②政令指定都市が事務を行う場合

現状

本人

申請 申請書

政令指定都市

今後

情報提供ネットワークシステム
を利用した情報の取得

年金給付関係情報を日本年金機構と情報連携する
場合のイメージ

日本年金機構

※診断書等は従前どおり

本人

申請 申請書

政令指定都市 日本年金機構

マイナンバー

年金
証書等＋

精神障害を支給事由とす
る給付に係る添付書類を
省略可能

※想定されるパターンのいくつかを例示したもの。本資料を参
考に各自治体に応じた具体的なフローを検討されたい。また、
本人確認措置を行う主体については記載を省略している。
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１．番号利用の概要
申請書にマイナンバーの記載欄を追加し、支給決定の申請を受ける際に対象者のマイナンバーを取得し、管理することと

なる。

２．情報連携の概要
支給要否決定を行うに当たって、利用者負担の上限月額を算定する際、情報提供ネットワークシステムを利用して、地方

税関係情報（下記例の場合は、転入前市町村から）等を取得する。

例）介護給付費等の支給決定

現状 今後

市町村A

申請書 添付書類
（所得情報
等）＋

申
請

受
給
者
証
交
付

市町村B

所得情報を情報連携する場合のイメージ

※転入前市町村

障害支援区分の認定
支給決定
負担上限月額の算定

市町村A

申請書

申
請

受
給
者
証
交
付

市町村B

※転入前市町村

障害支援区分の認定
支給決定
負担上限月額の算定

情報提供ネットワークシステム
を利用した情報の取得

※診断書等は従前どおりマイナンバー

◎他にも、以下のような場合に利用者は市町村Ｂより添付書類を取り寄せることがある。
・虐待等の理由により、市町村Ａに居住しているが住民票を市町村Ｂより移すことができない場合
・利用者が市町村Ｂにある施設等に入所等しており、入所等の前の居住地である市町村Ａが支給決定等を行う場合

○利用者が市町村Ｂから市町村Ａに転入した場合

※想定されるパターンのいくつかを例示したもの。本資料を参
考に各自治体に応じた具体的なフローを検討されたい。また、
本人確認措置を行う主体については記載を省略している。

１．番号利用の概要
申請書にマイナンバーの記載欄を追加し、支給認定の申請を受ける際に対象者のマイナンバーを取得し、管理することと

なる。

２．情報連携の概要
支給認定を行うに当たって、利用者負担の上限月額を算定する際、情報提供ネットワークシステムを利用して、地方税関

係情報（転入前市町村から）等を取得する。

例）自立支援医療（育成医療・更生医療）の支給認定

現状 今後

市町村A

申請書 添付書類
（所得情報
等）

＋

申
請

自
立
支
援
医
療
受
給
者
証
交
付

市町村B

所得情報等を情報連携する場合のイメージ

※転入前市町村

支給認定
負担上限月額の算定

市町村A

申請書

申
請

市町村B

※転入前市町村

支給認定
負担上限月額の算定

情報提供ネットワークシステム
を利用した情報の取得

※診断書等は従前どおりマイナンバー

自
立
支
援
医
療
受
給
者
証
交
付

※想定されるパターンのいくつかを例示したもの。本資料を参
考に各自治体に応じた具体的なフローを検討されたい。また、
本人確認措置を行う主体については記載を省略している。
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１．番号利用の概要
申請書にマイナンバーの記載欄を追加し、支給認定の申請を受ける際に対象者のマイナンバーを取得し、管理することと

なる。

２．情報連携の概要
支給認定を行うに当たって、利用者負担の上限月額を算定する際、情報提供ネットワークシステムを利用して、地方税関

係情報（転入前市町村から）等を取得する。

例）自立支援医療（精神通院医療）の支給認定

①都道府県知事が事務を行う場合

現状

本人

申請 申請書

都道府県

市町村A

今後

※診断書等は従前どおり

※個人番号関
係事務実施者

※転入前市町村

市町村B

添付書類
（所得情報
等）

＋

所得情報等を情報連携する場合のイメージ

本人

申請 申請書

都道府県

市町村A 市町村B

マイナンバー

支給認定
負担上限月額の算定

支給認定
負担上限月額の算定

情報提供ネットワークシステム
を利用した情報の取得

自立支援医療（精神通院医療）の支給認定に関する事務は、都道府県知事が実施することとされているとともに、申請書の提出等は、居住地の
市町村長を経由して行うこととされている。情報提供ネットワークシステムを利用した転入前市町村との地方税関係情報等の情報連携は、一般
的には、支給認定を行う都道府県知事が実施する。
また、都道府県知事の事務は、障害者総合支援法及び同法施行令により政令指定都市に委任されている。

※想定されるパターンのいくつかを例示したもの。本資料を参
考に各自治体に応じた具体的なフローを検討されたい。また、
本人確認措置を行う主体については記載を省略している。

②政令指定都市が事務を行う場合

現状 今後

政令指定都市

申請書 添付書類
（所得情報
等）

＋

申
請

自
立
支
援
医
療
受
給
者
証
交
付

市町村B

所得情報等を情報連携する場合のイメージ

※転入前市町村

申請書

申
請

市町村B

※転入前市町村

情報提供ネットワークシステム
を利用した情報の取得

※診断書等は従前どおり
マイナンバー

自
立
支
援
医
療
受
給
者
証
交
付

政令指定都市支給認定
負担上限月額の算定

支給認定
負担上限月額の算定

※想定されるパターンのいくつかを例示したもの。本資料を参
考に各自治体に応じた具体的なフローを検討されたい。また、
本人確認措置を行う主体については記載を省略している。
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所得状況を証明する添
付書類等を省略可能

今後

本人

申請

申請書

市町村Ｂ

情報提供ネットワークシステム
を利用した情報の取得

マイナンバー

市町村Ａ

③条例による事務処理の特例により、都道府県の権限に属する事務の一部を市町村が処理している場合

都道府県

地方自治法による
事務処理の特例
（特例条例）

※転入前市町村

※診断書等は従前どおり

所得情報等を情報連携する場合のイメージ現状

本人

申請

申請書

市町村Ｂ市町村Ａ

都道府県

地方自治法による
事務処理の特例
（特例条例）

※転入前市町村

添付書類
（所得状況等）＋

自
立
支
援
医
療
受
給
者
証
交
付

自
立
支
援
医
療
受
給
者
証
交
付

支給認定
負担上限月額の算定

支給認定
負担上限月額の算定

※想定されるパターンのいくつかを例示したもの。本資料を参
考に各自治体に応じた具体的なフローを検討されたい。また、
本人確認措置を行う主体については記載を省略している。

個人番号の確認 身元（実在）の確認

個人番号カード

通知
カード

運転
免許証

※ 上記が困難な場合は、
過去に本人確認の上で作
成したファイルの確認

住民票
（番号付き）

パス
ポート

or or
等 等

等 等

※ 上記が困難な場合は、健康保険の
被保険者証と年金手帳などの２以上の
書類の提示

本人確認の事務について

○ 個人番号を本人から提供を受けるときは、個人番号の提供を受ける都度、個人番号の確認（正しい番号である
ことの確認）と身元確認（番号の正しい持ち主であることの確認）を行う本人確認の措置が必要です。

○ このため、個人番号を含む申請を受け付ける場合は、原則、住民の方が、通知カード等の個人番号が記載され
た書類等を持参いただく必要がありますので、引き続き、周知のほどよろしくお願いします。

○ なお、これらの方法が困難な場合には過去に本人確認を行って作成したファイルで番号の確認を行うことなども
認められます。
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１ 補助対象団体
都道府県及び市町村（特別区を含む。以下同じ。）
※ 介護保険等の一部事務組合又は広域連合（以下「一部事務組合等」という。）も対象。

２ 補助対象システムと対象経費等

（１） 補助対象システム

① 都道府県・・・生活保護、障害者福祉、児童福祉、健康管理のシステム

② 市町村・・・・・生活保護、障害者福祉、児童福祉、国民健康保険、後期高齢者医療（市町村分）、
介護保険、健康管理、国民年金のシステム

（２） 対象経費

社会保障・税番号制度導入に必要な業務システムの改修（番号対応部分）に係る経費。

表 各年度事業における対象経費

（注１） ２７年度に交付申請を行っていない自治体（27年度に交付申請を行っていても申請額が基準額を下回る自治体も含む。）は、
２８年度に２７年度事業分（プログラム結合・総合テスト、団体内連携テスト）の申請が可能。

（注２）総合運用テストについては、内閣官房社会保障改革担当室で管理・運営しているDigital ＰＭＯにおいて昨年8月２５日に公表
の「情報提供ネットワークシステム等 テスト全体方針書 第02.01版」に詳細な記載あり。

※ ２６年度事業分（システム設計、プログラム開発・単体テスト）の繰越については、27年度までの繰越に限ることに留意。
パッケージソフトの場合であっても、番号対応部分に係る対象経費を抽出した上で、上記区分に分けて申請する必要あり。

事業 対象経費

２６年度事業 システム設計、プログラム開発・単体テスト

２７年度事業 プログラム結合・総合テスト、団体内連携テスト（注１）

２８年度事業 総合運用テスト（注２）

業務システム改修に係る国庫補助等について①

（３） 社会保障・税番号制度導入に必要なシステム改修の例

• 個人番号利用に伴う表示機能（画面、帳票）の改修
• データベースにおけるデータ項目の追加
• 個人番号による検索機能の追加
• 情報連携に伴う業務プログラムの改修

（中間サーバーへの情報提供データの抽出、情報照会内容の表示等） 等
※ 中間サーバ・ハードウェアの整備経費等を除く。

３ 補助額

補助対象経費として厚生労働大臣が認めた額の 2/3（国民年金、及び障害者福祉のうちの特別児童扶養手
当については、10/10）

※ 千円未満の端数は切り捨て、地方負担分（1/3）については、普通交付税及び特別交付税措置。

国庫補助基準額は、予算の範囲内において、想定事業費を基礎として人口規模及びシステム類型に応じた標
準的な費用として算出。

基準額は、人口規模で公平に算出するため、単純に人口規模区分に当てはめるのではなく、自治体の人口数
に応じて基準額が増加するように算出。また、１次交付、２次交付以降を通じて同様の算出方法とすることで、
公平に算出。

なお、基準額は、一般分及び国民年金・特別児童扶養手当分の区分で設定。各自治体は、当該区分ごとの
配分額の範囲内で、システム別に事業費を配分し交付申請することが可能。

業務システム改修に係る国庫補助等について②
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４ ２８年度予算政府案

２８年度はシステム改修に必要な経費（総合運用テスト分）を要求。

■国庫補助の対象

番号制度の導入に係る地方公共団体のシステム整備（下記システム）について、平成26年度から
平成28年度にかけて国庫補助を措置。

■国庫補助率

・補助率＝ 2/3 ： 国民健康保険、後期高齢者医療（市町村分※）、障害者福祉（特別児童扶養
手当を除く）、児童福祉、生活保護、介護保険、健康管理
※後期高齢者医療広域連合については別途国庫補助を実施。

・補助率＝10/10 ： 国民年金、特別児童扶養手当

■社会保障システムの地方負担分（1/3）については、普通交付税及び特別交付税措置。

項目 Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８（案）

社会保障システム
（国民年金、国民健康保険、後期高齢者
医療、障害者福祉、児童福祉、生活保護、
介護保険、健康管理）

事業費 271.1 225.3 209.3

国庫補助 185.3 154.2 143.4

（単位：億円）

業務システム改修に係る国庫補助等について③

平成２７年度補助金 平成２８年度補助金

第１四半期
４／２１ 交付要綱・実施要綱発出
４／２１ 当初申請に係る基準額内示
５／２９ 当初交付申請（原本）提出期限

４月上旬 交付要綱・実施要綱発出
４月中旬 当初申請に係る基準額内示
５月下旬 当初交付申請（原本）提出期限

第２四半期 ８月 当初交付決定通知
９月 変更申請に係る基準額内示

第３四半期
１０／２８ 当初交付決定通知
１１／１６ 変更申請に係る基準額内示
１２／１８ 変更申請に係る交付申請（原本）提出期限

１０月 変更申請に係る交付申請（原本）提出期限

１２月 変更申請に係る交付決定通知

第４四半期
１月 変更申請に係る交付決定通知
２月中旬 実績報告提出依頼
３月下旬 実績報告提出期限

１月 実績報告提出依頼

３月下旬 実績報告提出期限

出納整理期

【全ての契約が年度内に完了した場合】
4月中旬 確定通知送付
4月下旬 交付額確定・精算

【全ての契約が年度内に完了しなかった場合】
繰越額確定計算書依頼
（電子媒体：4月上旬〆、原本：4月中旬〆）
地方繰越（翌債）申請及び事業完了予定期日変更報告

提出
（電子媒体：2月中旬〆、原本：3月下旬〆）
４月下旬 年度終了報告提出
（電子媒体：3月上旬〆、原本：4月下旬〆）

同左

平成２７･２８年度システム整備費補助金の交付スケジュール

○ 平成28年度においては、当初交付決定通知を8月を目途に実施する予定。

-60-



○ 番号制度導入に伴う業務システム改修経費の見積書を確認する際には、以下の事項にも

留意して十分な精査を行うようお願いする。

１ 「システム改修費一式」ではなく、詳細な内訳を提出させる

作業工程（設計、開発、テストなど）毎に、作業項目、作業者（ＳＥ、プログラマなど）と工数（人月、人日など）が

わかる内訳を提出させ、特に以下の点に注意して内訳を確認する。

① 不要な作業項目が記載されていないか。

② 作業項目毎の作業者と単価が適正か、また、妥当な工数となっているか。

２ 見積根拠資料の確認（デジタルPMOの活用）

ベンダーにどの情報に基づき見積もったのか確認する。（見積にはデジタルPMO掲載情報に基づいた積算が

不可欠であり、確認不足による過大なリスクを計上していないか確認する必要がある。）

３ 庁内情報システム部門と連携した体制を整備する

社会保障部門の担当者のみならず、作業者や工数、単価の妥当性を判断できる情報システム部門の担当

者も含めた体制を整備し、共同で見積を精査する。

４ 庁内の先行システムや他の自治体における類似事例との比較

• 庁内で既に番号制度のシステム改修に着手しているシステムや、必要に応じて人口規模・システム類型が

同じ他の自治体システムの見積と比較し、それら見積との違いをベンダーに説明させる。

• 複数者から見積を取得し、それぞれ比較した上で真に必要な作業項目、単価、工数を見極める。

見積書を確認する際のチェックポイント（例）

システム名 概要

都道府県・
市町村

生活保護システム 生活保護の対象者の生活相談受付、保護申請審査、支給管理、統計処理等を行うシステムを指す。

障害者福祉システム
障害者資格の管理、給付の管理、進達処理、通知書発行、支払管理、統計処理等を行うシステム
を指す。

児童福祉システム
児童手当、児童扶養手当等の対象者の資格管理、現況受付、支払管理、統計処理、その他保育所
保育料の算定等を行うシステムを指す。

市町村

国民年金システム
国民年金第１号被保険者の資格、付加保険料、保険料の免除等、年金給付の情報の管理等を行う
システムを指す。

国民健康保険システム
国民健康保険の資格の管理、保険料（税）の賦課・収納管理、給付・レセプト管理、統計処理等を行
うシステムを指す。

後期高齢者医療システム
後期高齢者医療の資格の管理、保険料（税）の賦課・収納管理、給付・レセプト管理、統計処理等を
行うシステムを指す。

介護保険システム
介護保険被保険者の資格管理・介護保険料の賦課・介護保険料の収納管理・受給者の台帳管理
を行うシステムを指す。

健康管理システム
乳幼児及び高齢者の予防接種管理対象者への予防接種の案内通知、接種履歴管理、その他保健
衛生等の管理を行うシステムを指す。

（参考）地方公共団体の社会保障関係システム
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情報提供記録 機関別符号Ａ

機関別符号B

個人

情報提供ネットワークシステム
（コアシステム）

政府共通NW
ＬＧＷＡＮ等

個人番号カードによる
公的個人認証

特定個人情報
保護委員会

情報提供ネット
ワークシステム

及び
情報照会・提供
機関に対する

監視・監督など

【主な機能】
○要求に応じて機関

ごとに機関別符号
を生成。。。。。

○機関別符号同士の
紐付け。。。。。

○情報提供を許可。

地方公共団体情報システム機構（H26.4.1 設立）

市町村が付番

※機械的な読み取り＋パスワード入力
（個人番号は用いない）

IFシステム 中間サーバー 住基連携用
サーバー

機関別符号A
団 体 内 統 合
宛 名 番 号 Ａ

個 人 情 報コアシステム

個 人 番 号
団 体 内 統 合
宛 名 番 号 Ａ

基本4情報

個 人 情 報

住基全国サーバー

IFシステム
集約ASP

中間ｻｰﾊﾞｰ・
ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ

既存システム群

機関別符号B
団 体 内 統 合
宛 名 番 号 B

個 人 情 報

個 人 番 号
団 体 内 統 合
宛 名 番 号 B

基本4情報

個 人 情 報

○機関別符号生成要求
○個人番号等照会

機関別符号生成要求

既存システム群

自己情報
表示機能

お知らせ情報
表示機能

情報提供等
記録開示機能

ワンストップ
サービス

インターネット

地方公共団体以外の機関（H29.1 情報連携開始予定）

Ｈ26.1.1 設置

H29.1 運用開始予定

地方公共団体（H29.7 情報連携開始予定）

住基ＣＳ
又は都道府県サーバー

「インターフェイスシステム」・・・情報提供ネット
ワークシステム（コアシステム）と対になり、情報連携
の制御を行う。
「中間サーバー」・・・他機関からの情報照会に自動で
応じるため、特定個人情報の複製を保持する。

地方公共団体向け中間サー
バーは総務省が一括開発し
地方公共団体へ配布

【既存システム】
・業務画面の改修
・帳票様式の改修
・データベースの改修
・業務プログラムの改修 等

社会保障関係の既存システムの
改修は厚生労働省の補助範囲

インターフェイスシステム
は内閣官房が一括開発し
各情報保有機関へ配布

（参考）社会保障関係システム改修支援等の範囲

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

番号制度

情報提供
ネットワークシステム

【開発：内閣官房
運用：総務省】

既存システム
改修

【地方公共団体

付番等システム

【国（機構）】

付番H27.10.5～

▼法案成立（5/24）
個人番号利用・個人番号カード交付H28.1.1～

H29.1～
国等

情報照会／提供

団体内の
システム
連携
テスト

情報連携
情報提供NWSとの
連携テスト・
総合運用テスト

既存住基システム改修

機構との連
携テスト

税務システム改修

▼地方公共団体情報
システム機構設立（4/1）

設計・開発 連携テスト付番システム

設計・開発 連携テスト公的個人認証
個人番号カードシステム

設計・開発・テスト

団体内統合宛名システム等整備

社会保障関係システム改修

H28.1.1
個人番号カード
交付開始

H27.10.5
付番開始

H29.7～
地方公共団体
情報連携開始

26年度内

（参考）社会保障・税番号制度導入に向けた地方公共団体関係のスケジュール
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日本司法支援センター 

（法テラス） 
 



 



法テラスにおける司法ソーシャルワークの取組

自ら法的サー
ビスを求める
ことが困難な
高齢者・障が
い者等

法テラス

地域包括支
援センター

地方
自治体

福祉事務所弁護士会・
司法書士会

その他機関

（地域生活
定着支援セ
ンター等）

障害者

相談・支援
機関

社会福祉
協議会

連携 連携

連携

連携

連携連携

連携

連携

福祉機関職員の方への適切な情報提供（各種
法制度に関する案内等）

福祉機関職員の方を対象とした法テラスの業務
説明会・勉強会等の開催

経済的に余裕のない高齢者・障がい者等を対
象とした法的支援の実施

弁護士・司法書士による無料法律相談

弁護士等に代理人を依頼した場合の弁
護士費用等の立替え

総合的に問題を解決

【問題点】

自らが法的問題を抱えていることに気付いてい
なかったり、意思疎通が困難であるなどの理由で、
自ら法的サービスを求めることが難しい高齢者・
障がい者が存在（司法アクセス障害）

【対策】

福祉機関等と連携し、法的問題を抱える高齢
者・障がい者等にアウトリーチするなどして、総合
的に問題を解決することが必要

【法テラスの役割】

福祉機関との連携関係を通じて、高齢者・障が
い者等への法的支援を実施
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